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第 1章 序論 

1-1 研究背景 

1-1-1 光通信の変遷 

 光通信技術は、情報通信分野における最も重要な技術の一つとして社会基盤の基礎、
発展に大きく貢献している。光通信技術とは、情報を 0 及び 1 で表現されるデジタル信号
に変換し、それを光信号として光ファイバを通じて伝送する通信技術である。この方式は、
電気信号に比べて桁違いの帯域幅と低損失を実現することから、長距離・大容量通信を支
える基盤技術として確立されている。 

 光通信の概念は 1960年代に遡る。1960年に Maimanによって世界初のレーザが発明さ
れ、安定した光源としての可能性が示された [1]。しかし当初、光信号を長距離にわたって
伝送するための媒体は存在せず、空気中伝搬やレンズ系光路では損失が極めて大きく、実
用化には至らなかった。その転機となったのが、1966 年に英国の Charles K. Kaoと George 

A. Hockhamによる「光ファイバ通信の可能性」の提案である [2]。Kaoは、光ファイバの損
失を 20 dB/km以下に低減できれば光通信が実現可能であることを理論的に示し、この研究
は光通信時代の幕開けとされた。1970 年には Corning 社の Kapron らが世界で初めて 20 

dB/kmを下回る低損失光ファイバを報告し [3]、光通信の実現への道が開かれた。同時期に
半導体レーザ（特に InGaAsP 系レーザ）の研究が進展し、安定した単一波長光を生成でき
る光源として通信用途に適用可能となった [4]。これら光ファイバ技術とレーザ技術の両輪
の進歩が、光通信を現実のものとしたのである。1980 年代には、光ファイバの製造技術や
接続技術、光検出器（PIN フォトダイオード、APD）などの受信技術が急速に発展し、商
用光通信システムが実用化された。特に、単一モードファイバの登場は、長距離通信にお
ける分散の影響を低減し、広帯域化を実現する上で大きなブレークスルーとなった。また、
波長多重（WDM: Wavelength Division Multiplexing）技術の登場により、複数の波長を同一
ファイバに多重化することが可能となり、通信容量は飛躍的に向上した [5]。1990年代から
2000年代にかけては、光増幅器（特に Erドープファイバアンプ: EDFA）の実用化が進み、
光信号を電気信号に変換することなく中継・増幅できるようになった [6]。これにより、光
通信ネットワークの長距離化と信頼性向上が同時に達成された。また、デジタル信号処理
（DSP）技術の進展により、偏波多重、位相変調、コヒーレント検波などの高度な変調・
復調方式が実現され、超大容量・超長距離通信の時代へと進化した [7-9]。 

 近年では、400 Gbit/s や 800 Gbit/s といった超高速伝送技術の実用化に加え、データセ
ンタ間接続（DCI: Data Center Interconnect）や、5G/6Gネットワークを支えるメトロ・アク
セスネットワークにおける光通信の適用が急速に拡大している [10]。また、光電子融合技
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術（Silicon Photonics）による小型・低消費電力デバイスの開発も進み、光通信はもはや長
距離通信のみならず、デバイスレベル・チップ間通信にまで広がりつつある [11]。 

 このように、光通信技術は「光ファイバ技術」「レーザ光源技術」「光受光デバイス」
「光信号処理技術」の進化の積み重ねによって発展してきた。今後も、社会のデジタル
化・クラウド化・AI 化が進展する中で、光通信のさらなる高性能化・高効率化は不可欠で
あり、その基盤技術に関する研究開発は引き続き極めて重要である。このようにして、光
通信技術は現在のイ ンターネット社会を⽀えている。 

1-1-2 家庭向け光アクセスシステム（PONシステム）の概要 

実際の光通信技術を一般ユーザがインターネットサービスを利用するにあたっては、家
庭向けの光アクセスシステムに着目すると、Fiber to the Home（FTTH）が広く利用されて
いる [12, 13]。図 1-1 に FTTH を利用したネットワーク構成を示す。FTTH では、通信事業
者の局舎から各家庭まで光ファイバを直接敷設し、局舎内に設置された局側装置と、ユー
ザ宅内に設置される加入者装置との間で光信号を用いた通信を行う。これにより、利用者
は通信キャリアのネットワークを経由してインターネットに接続できる。光ファイバを用
いる FTTH は、無線やメタル回線（DSL 等）と比較して極めて大容量かつ低遅延の通信が
可能であるという優位性がある。しかし、光ファイバを各家庭まで敷設するため、1 ユー
ザが局舎から家庭までを専用の光ファイバで占有する構成や、1 ユーザが局側装置を占有
する構成では、設備コストが高くなるという課題がある。一方で、一般家庭の通信トラフ
ィックは常時大容量を必要としない場合が多いため、光ファイバの利用効率の観点で課題
がある。この問題を解決するため、FTTHでは複数ユーザが 1本の光ファイバおよび局側装
置を共有する方式が採用されており、これが Passive Optical Network（PON）システムであ
る [13]。PON システムでは、局側に Optical Line Terminal（OLT）、ユーザ側に Optical 

Network Unit（ONU）を配置し、途中に設けられた光スプリッタを介して 1 つの OLT に複
数のONUを接続する。これにより、伝送路および局側設備の共用化が可能となり、ユーザ
1人あたりのコストを大幅に削減できる。このような 1対多の接続構成は Point-to-Multipoint

（P2MP）接続と呼ばれ、コスト効率を重視するアクセスネットワークで一般的に採用さ
れている。図 1-2 に日本国内における固定系ブロードバンドサービス等の契約数推移を示
す [14]。FTTHは 2003年ごろから急激に普及しており、2024年度末時点では国内世帯にお
けるカバー率は 97.08%と極めて高く、全国的に高速で安定した光アクセスサービスが普及
している [15]。このような発展により、近年ではインターネットを介して提供されるサー
ビスの多様化と高機能化が急速に進展している。 
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図 1-1  FTTHを利用したネットワーク構成. 

 

 
図 1-2 固定系ブロードバンドサービス等の契約数推移 [14]. 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/html/nd102100.html 

1-1-3 データセンタを活用したサービス需要の高まり 

インターネットを介して提供される多様なサービスをユーザが利用する際には、通信ネ
ットワークを通じてサービス提供事業者が保有するサーバにアクセスする必要がある。従
来は、事業者は自社内にサーバを設置・運用する構成が一般的であったが、現在では大規
模なデータセンタの設備を活用するケースが主流となっている [16]。データセンタには多
数の計算機資源や大容量ストレージが集約されており、利用者は必要に応じてこれらを仮
想的に組み合わせ、柔軟なサーバ環境を構築することが可能である。クラウドコンピュー

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/html/nd102100.html
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ティングの発展とともに、このような仮想化基盤を用いた「サービスとしてのコンピュー
ティング（XaaS）」が拡大し、企業は需要変動に応じてシステム規模を柔軟に拡張・縮小
できるようになった [17]。さらに、保守やセキュリティ管理をデータセンタ事業者に委ね
ることにより、サービス提供者は自社の人的・技術的リソースを本来業務に集中できると
いう利点がある。加えて、近年のデータセンタは人工知能（AI : Artificial Intelligence）や機
械学習向けの高性能 GPUサーバ群を備えており、これらを利用することで企業は大規模デ
ータ解析や生成 AI技術を迅速に導入できる環境が整っている [18]。ChatGPTをはじめとす
る生成 AIの普及は、データセンタが単なる計算・記憶リソースの提供拠点に留まらず、知
的処理のプラットフォームとして社会インフラ化していることを示している。今後も AIや
IoT、メタバースなどの分野でデータセンタの重要性は一層高まることが予想される。 

1-1-4 大容量・低遅延・低消費電力・プロトコルフリーネットワークの 

要求 

1-1-3 節で述べたデータセンタの大規模化における課題も生じている。計算資源の集中は
地政学的リスクの増大や電力需要の局所集中を引き起こし、災害発生時のサービス停止リ
スクを高める要因ともなる。これを受け、近年ではデータセンタを小規模化し、地理的に
分散配置する「分散型データセンタアーキテクチャ」への移行が進められている [19, 20]。
このような構成では、利用者の近傍に設置された小型データセンタ（エッジデータセンタ）
がデータの一次処理を担い、上位の中継網に流れるトラフィックを削減することができる。
また、地域分散により、電力や災害リスクの分散化も実現可能である。しかし、分散配置
された複数のデータセンタを統合的に制御・連携させるためには、高速かつ低遅延で信頼
性の高いネットワークが不可欠である。特に、広域に分布するデータセンタ間を接続して
仮想的に一体化するには、キャリアネットワークの大容量化・低遅延化が重要な課題とな
る。通信キャリアが保有する広域光ネットワークは、分散データセンタの相互接続に適し
た基盤として期待されており、今後のキャリアネットワークは「データセンタ収容型イン
フラ」としての役割を強化していくことが求められている。 

また、サービスの拡大に伴って、従来ネットワークへ繋がっていなかった様々なデバイ
スが繋がることになり、新たなサービスが創出されている。代表的なものとして、サイバ
ーフィジカルシステムやスマートファクトリー、遠隔医療、自動運転などである [21-24]。
このようなサービスが創出されるにあたり、それぞれのデバイスにおいてプロトコルが異
なるネットワークで通信されている。一方で、これらのデバイスで収集したデータを処理
して制御を行う場合は、プロトコルフリーなネットワークにする必要がある。また、サー
ビスによってはスケールアップに伴い大量のデバイスを使用することが想定されるため、
個々のデバイスにおける消費電力も削減してネットワーク接続を実現する必要がある。 
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このような潮流を背景に、ネットワークには単に大容量・高信頼性だけでなく、データ
センタやサービス形態の多様化に伴い、大容量・低遅延・低消費電力・プロトコルフリー
ネットワークが求められている。 

1-1-5 新たな光通信基盤となるオールフォトニクスネットワーク（APN）

の概要 

1-1-4 節で述べたような様々なサービスに対応可能な大容量・低遅延・低消費電力・プロ
トコルフリーな新たな通信基盤を確立するため、NTT は IOWN（Innovative Optical and 

Wireless Network）構想を提案した [25]。IOWN の主な目的は、高容量・低遅延・低消費電
力の通信およびコンピューティング基盤の構築と、その基盤上で提供される多様な新サー
ビスの実現である。 

IOWN の構成要素の一つである APN（All-Photonics Network）は、光波長多重（WDM）
ネットワークによるフォトニクスベースのデータ転送を基本概念としている。APN では、
インターネットプロトコル（IP）ベースのネットワークなど、従来のプロトコル依存型ネ
ットワークで行われていた集約やルーティングなどの電気的処理を最小限に抑えることで、
消費電力と遅延の削減を図り、直接的な光接続を実現する。これにより、従来は電気スイ
ッチ（SW）の帯域幅によって制限されていた伝送容量を飛躍的に向上させることが可能
となる [26, 27]。 

さらに、APN は IP ネットワーク、光伝送ネットワーク、Ethernet などのプロトコルに依
存しない多様なネットワークサービスを提供可能であり、データ中心型アーキテクチャの
実現に向けて、各種機能の統合が可能となる。 

APN は、ローカルフルメッシュネットワークのエッジに配置された複数の光ゲートウェ
イ（Ph-GW: Photonic Gateway）と、ローカルフルメッシュネットワークとコアフルメッシ
ュネットワークの境界に配置された複数の光交換機（Ph-EX : Photonic Exchange）で構成さ
れる [26-29]。図 1-3にAPNの構成を示す。Ph-GWは、アクセスネットワークに接続された
多様なユーザ端末をプロトコルに依存せずにAPNへ接続する機能を有し、APNコントロー
ラによる波長割り当てにより、各ユーザ端末およびサービスに対して個別の波長を割り当
てることで、高速・大容量・低遅延のエンドツーエンド光パスを提供する。 



 

 6 

 
図 1-3 APNの構成 

 

2023 年 3 月にはユーザ間でエンドエンドの光直結による大容量・低遅延のAPNサービス
が開始された [30]。このサービスにおける伝送容量は 100 Gbit/sで月額 200万円程度の料金
である。一方で、一般家庭向けに提供されている PON サービスが 1 Gbit/s で月額数千円で
あり、PONサービスと比較するとAPNサービスの利用料金は高く、現状ではユーザが限定
される課題がある。そのため、今後の本格的な普及に向けては経済的な APNの実現が求め
られる。 

現在のAPNにおけるネットワークコストが高い要因の一つとしてトランシ ーバ価格が挙
げられる。現在のAPNサービスでは、大容量・超長距離伝送を想定し、デ ジタルコヒーレ
ント伝送方式の光トランシーバが使用されている [31]。デジタルコヒー レント伝送は、1

波長あたり 100 Gbit/s 以上の信号を 1万 km 以上の伝送を実現可能な方式である。一方で、
従来の PON サービスなどで使用されている数十 km 以内の伝送距離に対応した強度変調直
接検波(IMDD: Intensity Modulation and Direct Detection)方式は、デジタルコヒーレント方式
に比べて低コストで低消費電力である [32]。このため、伝送速度や伝送距離の要求が比較
的緩いユーザに対しては IMDD 方式を適用することで経済的なAPNを実現できる可能性が
ある。 
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1-2 本研究の目的および課題 

1-2-1 はじめに 

本研究では、現在のAPNサービスの経済化を実現することを目標に、IM-DD伝送方式の
APN適用に向けた研究を行う。現在のAPNで使用されているデジタルコヒーレント方式よ
りも低コストかつ低消費電力の IM-DD 伝送方式を APN に適用可能にすることで、10 Git/s

から 100 Gbit/s程度のサービスを数十 km以内で利用するユーザに対する利用料金を抑える
ことを目指す。しかしながら、IM-DD伝送方式をAPNに適用にあたり、大きく 2つの課題
がある。 

1-2-2 伝送距離拡大に関する課題 

第一に、伝送距離に関する課題である。IM-DD 伝送方式はデジタルコヒーレント伝送方
式よりも伝送距離が制限される。光信号が光ファイバ中を伝搬するにあたり、波長分散
（CD: Chromatic Dispersion）が生じる [33]。波長分散は、光ファイバ中で異なる波長の光が
異なる速度で伝搬する現象であり、光信号の時間波形（パルス）を広げ、隣接シンボル間
の干渉（ISI: Inter-Symbol Interference）を引き起こす。デジタルコヒーレント伝送方式はこ
の波長分散による波形劣化を完全に補償できるが、IM-DD 伝送方式ではこの波長分散によ
る波形劣化を完全に補償することが困難であるため、デジタルコヒーレント伝送方式より
も伝送距離が制限される。伝送速度が 1 Gbit/s程度で PONシステムのように伝送距離が 20 

km以内であれば、この波長分散による波形劣化の影響はビット幅が大きいため軽微で済ん
でいた。一方で、APNでは従来よりも高速信号である 10 Git/sから 100 Gbit/s程度の信号が
想定される。さらに途中の光電変換を行わずエンドエンドで直接光接続するため、伝送距
離も従来よりも拡大することが想定される。このため、主信号、制御信号ともに長距離伝
送を実現することが課題となる。 

1-2-3 制御信号のプロトコルフリー化及び制御信号の抽出に関する課題 

第二に、制御信号のプロトコルフリー化に関する課題である。APNは IPネットワーク、
光伝送ネットワーク、Ethernetなどのプロトコルに依存しない多様なネットワークサービス
を提供可能とするため、プロトコルに依存しない制御信号を伝送する必要がある [28]。ま
た、従来の方式は In-band方式と呼ばれ、主信号フレームの中に制御信号をいれる方式が使
用されており、ルーターなどで光電変換する際にフレーム処理を行うことで制御信号を取
り出していた。一方で、APN では途中の光電変換を行わないため、フレーム内の制御信号
を取り出すことができないという問題がある。このため、制御信号をプロトコルフリーで
伝送し、さらにその制御信号を途中で抽出する方法を検討することが課題となる。  
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1-3 本論文の概要  

本研究は全 6章からなる。 

第 1 章では、光通信の変遷から始まり、多種多様なサービスの拡大に伴い、新たな通信
基盤となる APNの概要、およびその経済化に向けた方針について述べた。また、伝送方式
に着目するにあたり、経済的な IM-DD 伝送方式を APN に適用するにあたり、伝送距離拡
大に関する課題と制御信号のプロトコルフリー化に関する課題について説明した。 

第 2章では、IM-DD伝送方式の概要を説明する。IM-DD伝送方式の原理及びシステムへ
の適用例について述べる。また、IM-DD 伝送方式で伝送距離が制限される要因となる波長
分散についても述べ、従来技術についても整理する。 

第 3 章では、IM-DD 伝送方式で伝送距離が制限される課題を解決するため、波長分散を
低減するための零分散波長推定技術の提案を行う。光ファイバには波長分散が零になる零
分散波長が 1 点だけ存在するが、その値を推定する必要があることを説明する。次に、光
ファイバの零分散波長を推定し、発振波長を零分散波長に合わせることで波長分散を低減
する提案手法を理論的に示し、実機でも確認する。 

第 4章では、3章で述べた零分散波長推定技術を零分散波長推定技術の光アクセスシステ
ムへ適用することを提案する。零分散波長推定技術を実運用上で利用するにあたっての課
題を整理し、それぞれの課題への解決策を示す。 

第 5 章では、APN における制御信号のプロトコルフリー化、光直結における制御信号の
抽出方法及び長距離伝送を同時に解決するための制御信号の重畳方法及びネットワーク構
成の提案を行う。プロトコルフリーな制御信号を実現する方法として、従来の主信号フレ
ームに制御信号を重畳する In-band 方式とは異なり、主信号とは別の信号として重畳する
Out-band方式であるAMCC信号の利用を提案する。また、APNにおける長距離伝送を実現
するためにはバジェットの拡大が必要であるため、送信器には半導体光増幅器が集積され
たデバイスの利用が候補となるが、このデバイスに対して上記の AMCC 信号を重畳する際
に電気重畳方式と光重畳方式の 2 つの方式が考えられる。この 2 つの方式において、どち
らが信号品質の観点で優れているかを実機で確認し、APN に適用する送信側の手法を提案
する。さらに、重畳した AMCC 信号を APN コントローラで受信し、主信号をユーザまで
伝送するネットワーク構成を提案する。さらに、そのネットワーク構成で主信号と制御信
号の伝送距離を最大限にする手法についても実機で確認する。 

最後に第 6章で結論を述べる。 

以上のように，本研究では経済的な IM-DD 伝送方式を APN に適用するにあたり、伝送
距離拡大に関する課題と制御信号のプロトコルフリー化に関する課題の 2 つについて検討
する。一つ目の検討では、IM-DD 伝送方式で課題となる波長分散による波形劣化を解決す
るため、波長分散自体を低減する零分散波長推定技術を提案し、理論と実機の双方で検討
する。二つ目の検討では、APN における長距離伝送を実現しつつ制御信号のプロトコルフ
リー化を同時に解決するための制御信号の重畳方法及びネットワーク構成の提案を行う。
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制御信号として使用する AMCC 信号を長距離用デバイスに重畳する際の最適な重畳方式を
信号品質の観点で実機により確認する。また、ネットワークを管理する APNコントローラ
側で制御信号を受信すると同時に主信号をユーザまでエンドエンドの光直結で接続する
APN のネットワーク構成を提案する。さらに、主信号の主信号と制御信号の伝送距離を最
大限にすることを目指す。 
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第 2章 IM-DD伝送方式を APNに適用する際の技術課題 

2-1 はじめに 

本章では、強度変調直接検波（IM-DD: Intensity Modulation and Direct Detection）伝送方式
の概要と、それをオールフォトニクスネットワーク（APN）へ適用する際の技術課題につ
いて検討する。 始めに、IM-DD 伝送方式の基本原理、変調方法（直接変調・外部変調）、
およびシステム構成の利点について述べる。次に、IM-DD 伝送方式が従来の光アクセスシ
ステム、特に PONシステムにおいて中核技術として採用されてきた背景と、APNにおける
役割について述べる。 さらに、APNで要求される高速・長距離伝送を実現する上で主要な
技術課題となる波長分散について、その原理と信号品質への影響を説明する。また、従来
の制御信号伝送で用いられる In-band 方式に触れ、APN が目指すプロトコルフリー伝送に
おいて、この方式が適用困難となる課題を明らかにする。 

2-2 強度変調直接検波（IM-DD）伝送方式の概要 

IM-DD 方式は、光通信システムにおいて最も基本的かつ広く用いられている伝送方式の
一つである。IM-DD 方式では、送信したい電気信号を光強度（光パワー）の変化として光
源に印加し、光検出器により受光した光強度を電気信号として直接検波する。図 2-1 に電
気信号と出力される光信号の関係を示す。これにより、光の振幅強度から 01信号を取得す
ることが可能となる。また、光波の位相や周波数を利用しない点も特徴のひとつである。 

 
図 2-1 電気信号と出力される光信号の関係 

この方式の最大の利点として、システム構成が簡易であり低コストに実現できる点が挙
げられる。変調・検波において複雑な光干渉や位相制御を必要としないため、装置構成を
小型化・低消費電力化しやすく、大量導入が求められるアクセス系や短距離伝送に適して
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いる。光源としては、ファブリ・ペロー型レーザ（FP-LD）、分布帰還型レーザ（DFB-LD）
などがあり、受信器としては、PIN フォトダイオードまたはアバランシェフォトダイオー
ド（APD）などがある [1-3]。IM-DD方式における変調手法は、大きく直接変調方式（DM: 

Direct Modulation）と外部変調方式（EM: External Modulation）の 2つに分類される。直接変
調方式では、半導体レーザの駆動電流を変調することにより、レーザ発振光の出力強度を
変化させる。直接変調方式は変調器を別途必要としないため構成が最も簡素であり、小型
化・低コスト化・低消費電力化が容易であるが、レーザ内部のキャリア密度変動に起因す
る周波数チャープ（chirp）が発生し、伝送路中の波長分散との相互作用によって信号劣化
が生じるため、高速長距離伝送への適用には限界がある。外部変調方式では、レーザを定
常出力で動作させ、その出力光を外部変調器によって変調する構成をとり、周波数チャー
プも小さく抑えられるため高速長距離伝送に適している。代表的な外部変調器として、電
界吸収型変調器（EAM: Electro-Absorption Modulator）とマッハツェンダ干渉型変調器
（MZM: Mach–Zehnder Modulator）が挙げられる。 

次節では、この IM-DD方式が実際に適用されている光アクセスシステムの構成について
述べる。 

2-3 IM-DD伝送方式を適用した光アクセスシステム 

IM-DD 方式はそのシンプルさから、光ファイバ通信の初期段階より主流技術として発展
してきた。特に、PON システムにおいては、経済性・信頼性・運用容易性の観点から現在
に至るまで中核技術として採用され続けている [4, 5]。近年では、データセンタ内接続や短
距離トランシーバなど、コヒーレント方式と比較してコスト効率が重視される分野でも再
び注目されている [6, 7]。また、NTT が提唱する APN は、光のまま情報をエンドツーエン
ドで伝送し、従来の電気信号変換を極力排除することにより、超低遅延・超低消費電力・
高セキュリティなネットワークを実現する構想である [8, 9]。APNでは、トランスポート層
からアクセス層に至るまで光信号が直接的に伝送されるため、伝送方式の簡素さと高効率
性が要求される。この観点から、IM-DD 方式は、特にエッジノードやアクセス網、さらに
装置間の短距離光接続において重要な役割を担うと考えられている。 

次節において、IM-DD 伝送における主要な技術課題である波長分散の影響とその対策に
ついて詳述する。 

2-4 APNへの IM-DD伝送方式の適用における技術課題 

2-4-1 波長分散 

APNへの IM-DD方式の適用を行う際、従来のネットワークよりも長距離伝送、大容量伝
送になることが予想される。IM-DD 方式で高速信号を長距離伝送する際の重要な課題とし
て波長分散（CD: Chromatic Dispersion）が挙げられる [1, 2, 10-12]。波長分散は、光ファイ
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バ中で異なる波長の光が異なる速度で伝搬する現象であり、図 2-2 のように光信号の時間
波形（パルス）を広げ、隣接シンボル間の干渉（ISI: Inter-Symbol Interference）を引き起こ
すため、ビット誤り率に大きな影響を及ぼす。 

 
図 2-2 波長分散による波形劣化. 

 

波長分散の原理について説明する。光ファイバ中の光の伝搬は、マクスウェル方程式か
ら導かれる波動方程式に従う。光の角周波数を𝜔𝜔、変調信号の周波数を𝑓𝑓、伝搬定数を
𝛽𝛽(𝜔𝜔)、送信器のチャープを𝛼𝛼、距離を𝐿𝐿、波長分散係を𝐷𝐷とすると、単一モードファイバ中
を伝搬する光電界 𝐸𝐸は以下のように表される。 

𝐸𝐸 ∝ (1 + 𝑗𝑗𝑗𝑗)𝑒𝑒𝑗𝑗
𝜋𝜋𝜆𝜆2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑓𝑓2

𝑐𝑐 𝑒𝑒−𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 

𝐷𝐷 ≡ −
2𝜋𝜋𝜋𝜋
𝜆𝜆2

𝑑𝑑2𝛽𝛽(𝜔𝜔)
𝑑𝑑𝜔𝜔2   

上式から、波長分散係数 𝐷𝐷と距離𝐿𝐿によってパルス波形が広がり、ビット誤りに影響を及ぼ
す。特に IM-DD方式では、光の位相情報を利用せず強度のみを検波するため、波長分散に
よる波形劣化が直接受信信号の品質を支配する。また、波長分散は波長分散係数𝐷𝐷 

[ps/nm/km]と距離𝐿𝐿 [km]の掛け算であるため、伝送距離が長くなるほど波長分散の影響が大
きくなる。 

波長分散によって引き起こされる波形歪みにより、伝送距離が制限されるため、波長分
散の対処が重要な課題となる。この課題を解決する方法として、3 つのアプローチが考え
られる。1 つ目は波長分散による波形歪みを軽減すること、２つ目は分散耐性を高めるこ
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と、そして 3 つ目は波長分散自体を低減することである。最初のアプローチについては、
送信側で波形歪みを事前に補償する IQ マッハツェンダ変調器 の使用、伝送路上で分散補
償モジュールの使用、受信側で波形歪みを軽減する 3次非線形Volterraフィルタやリカレン
トニューラルネットワークなどのデジタル信号処理 (DSP) 等が検討されている [13-21]。2

つ目のアプローチについては、シングルサイドバンド/残留側波帯変調や N値パルス振幅変
調 (PAM-N) などの技術を使用することが検討されている [22-24]。3つ目のアプローチは、
光ファイバの零分散波長 （ZDW: Zero-Dispersion Wavelength）に近い発振波長を使用するこ
とで可能となる [25, 26]。 

波長分散は、伝送路である光ファイバの主に材料分散（Material Dispersion）と構造分散
（Waveguide Dispersion）の 2 つの要因から構成され、材料分散はガラス材料の屈折率 𝑛𝑛(𝜆𝜆) 

が波長によって変化するために生じる分散であり、構造分散は光ファイバのコアとクラッ
ド屈折率の差やコアの分布計上といった構造に起因する分散である。図 2-3 に光アクセス
で主に使用されているシングルモードファイバにおける各波長の分散を示す [27]。 

 

 
図 2-3 波長に対する材料分散、構造分散、波長分散 [27]. 

https://www.fiberlabs.co.jp/tech-explan/about-dispersion-compensating/ 
 

ガラスの屈折率が波長𝜆𝜆に依存することから各波長における速度が異なるため、波長分散
でパルス生じることが分かる。また、波長分散は波長ごとに値が異なり、波長分散が零に
なる波長が存在することが分かる。この値を零分散波長と呼ぶ。零分散波長は光ファイバ
の種類によって異なり、例えば光アクセスではシングルモードファイバがよく利用されて
おり、零分散波長の値は 1310 nm 近傍であり、分散シフトファイバは零分散波長の値を
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1550 nm近傍にシフトさせている。また、1310 nm近傍の波長帯を O帯（Original band）と
呼び、1260 nmから 1360 nmの波長のことを指す。 

 O 帯の波長を使用することで波長分散自体が低減できるため、IM-DD 伝送方式において
は O 帯の波長は多く利用されている。しかしながら、波長分散の値が他の波長帯に比べて
小さいにも関わらず、信号の高速化によって小さな波長分散の値も無視できなくなってき
ている。例えば 50 Gbaud PAM4信号では、分散耐性は [28]では-85～37 ps/nm、[29]では-73

～34 ps/nmである。図 2-4と図 2-5に ITU-T G.652.D 準拠のシングルモードファイバにおけ
る波長ごとの波長分散のグラフと各ベンダにおける波長分散の値を示す [30]。例えば 1360 

nm付近では波長分散係数の値が 5 ps/nm/kmを超えることもあるため、40 kmの伝送距離で
は分散耐力を超えてしまう恐れがある。このように、零分散波長に近い O 帯の波長を使用
しても高速信号になると伝送距離が制限される。 

 

 
図 2-4  ITU-T G.652.D 準拠のシングルモードファイバにおける波長ごとの 

波長分散の値 [30]. 
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図 2-5 各ベンダにおけるシングルモードファイバにおける波長ごとの 

波長分散の値[30]. 

そのため、高速信号を長距離伝送するためには、波長分散を限りなく零にする必要がある
ため、発振波長を零分散波長に合わせる必要がある。一方で、図 2-4 に示す通り、標準シ
ングルモードファイバの零分散波長は特定の値に決まっていないことが分かる。標準シン
グルモードファイバの零分散波長の値は ITU-T の標準化で規定されており、1300 nm から
1324 nm と幅を持っている。そのため、光ファイバの零分散波長の値に発振波長を合わせ
るためには、零分散波長の値を事前に知る必要がある。零分散波長の値を測定するために
は、光パルス試験器（OTDR: Optical Time Domain Reflectometer）などの専用の装置を使用
する必要があるが、専用の装置を開通の度にユーザ拠点に持っていき測定する方法では運
用コストが上がる問題がある。そのため、専用の装置を使用せず、零分散波長の値を推定
する方法が課題となる。 
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2-4-2 プロトコルフリー伝送 

従来の光通信システムにおいて、制御信号は主信号フレームに重畳される In-band 方式 

により伝送されてきた。この方式では、主信号フレームと同じ信号構造やフレーム内に、
制御・監視用チャネルがオーバーヘッドとして重畳されて伝送される方式である。制御信
号は主信号と同一の光信号内に埋め込まれているため、ルーターや中継装置において光電
変換を行った後、フレーム処理でオーバーヘッドを読み取ることによって制御情報を抽出
する構成が一般的である。 

しかしながら、この In-band方式は、途中で光電変換を行うことを前提としており、APN

のように光信号を電気信号に変換せずに中継する構成では、フレーム処理が不可能となり、
制御信号の抽出が困難となる。このため、制御信号の プロトコルフリー化 および Out-band

方式 による新たな伝送・抽出手法の検討が必要不可欠である。 

 

2-5 まとめ 

本章では、IM-DD伝送方式の概要と、それをAPNへ適用する上での技術課題について検
討した。 

まず、IM-DD 伝送方式が光強度を変調・直接検波する方式であり、システム構成が簡易
かつ低コストである利点を有すること、また変調方式として直接変調と外部変調があるこ
とを示した。 

次に、この IM-DD 方式を APN へ適用する際の主要な技術課題として、波長分散とプロ
トコルフリー伝送の 2点を特定した。 

波長分散については、高速・長距離伝送において波形歪みを引き起こし、伝送距離を制
限する主要因であることを述べた。対策として零分散波長近傍の O 帯を利用しても、50 

Gbaud PAM4 信号などの高速信号では分散耐性が厳しく、伝送距離が制限される可能性を
指摘した。特に、標準シングルモードファイバの零分散波長は 1300 nm から 1324 nm と幅
を持つため、発振波長を零分散波長に精密に合わせる必要があるが、専用装置を用いずに
零分散波長を推定する手法が課題であることを明らかにした。 
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第 3章 零分散波長推定技術の検討 

3-1 はじめに 

本章では、第 2 章で特定した技術課題のうち、IM-DD 伝送方式の長距離化を制限する波
長分散（CD: Chromatic Dispersion）の問題 [1-9]に対処するため、専用の測定器を必要とし
ない簡易な零分散波長（ZDW: Zero-Dispersion Wavelength）推定技術について検討する。 始
めに、波長分散による信号劣化への対処として、発振波長を光ファイバの ZDW に一致さ
せることの重要性と、ZDW を簡易に推定する技術の必要性について述べる。 次に、波長
分散によって生じる受信信号の周波数フェージング（ノッチ周波数）に着目し、このノッ
チ周波数から ZDW を算出する基本原理を提案する。 さらに、提案手法の有効性を検証す
るため、53.125 Gbps NRZ信号を用いた伝送実験の結果を示す。実験によりノッチ周波数が
受信信号から検出可能であることを確認し、PRBS パターンの種類や FFT サイズが推定精
度に与える影響を評価する。 最後に、本手法により推定した ZDW（推定精度±1 nm）に
発振波長を調整することで、100 km 伝送後の波長分散ペナルティがほぼゼロに抑圧され、
ペナルティフリー伝送が実現可能であることを実証する。 

3-2 波長分散への対処 

2章で述べた通り、波長分散は、光ファイバの分散パラメータ𝐷𝐷 とファイバ長𝐿𝐿 の積に依
存する。𝐷𝐷 の値は、3次のセルマイヤーによる式 3-1のように表される [10, 11]。 

𝐷𝐷 =
𝑆𝑆0
4
�𝜆𝜆1 −

𝜆𝜆04

𝜆𝜆13
� (1) 

𝜆𝜆1は発振波長、𝜆𝜆0は零分散波長、𝑆𝑆0は光ファイバの分散スロープである。この式から分か
るように、発振波長を ZDW に合わせると、𝐷𝐷  の値はほぼゼロになるため、波形歪みを抑
制することができる。したがって、波長分散によって引き起こされる波形歪みの問題を解
決するためには、光ファイバの ZDW の値を知ることが重要である。標準シングルモード
ファイバ (SSMF) の ZDWは ITU-T G.652で 1300 nmから 1324 nmの範囲と規定されている 

[10]。そのため、ZDW 値が不明な光ファイバを使用する場合、発振波長を ZDW に合わせ
ることはできない。ZDWを測定した光ファイバを使用してネットワーク構築を行う場合、
管理コストが生じる問題がある。また、測定されていない光ファイバを使用したネットワ
ークに適用するためには、専用の測定器を用意して ZDW を測定する必要が生じるが、運
用コストが生じる問題がある。そのため、簡易な方法で ZDW を推定する技術が必要であ
る。次節では、専用の測定器をせずユーザ間の光ファイバの ZDW を推定する手法を提案
する。 
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3-3 零分散波長推定技術の原理 

前節で、波長分散係数𝐷𝐷は発振波長と零分散波長（ZDW）の差によって決定され、発振
波長を ZDWに合わせると、𝐷𝐷の値はほぼゼロになることを説明した。この性質を利用し、
波長分散係数𝐷𝐷から ZDWを推定することを考える。 

まず、変調した光信号を直接検波したとき、受信電気信号の周波数スペクトル（FS: 

Frequency Spectrum）において、波長分散によって特定の周波数が減衰する現象が現れる。
これを周波数フェージングと呼び、周波数領域で見るとノッチとして現れることが知られ
ている。図3-1に周波数フェージングで生じるノッチ周波数を示す。このノッチ周波数𝑓𝑓𝑛𝑛は
波長分散𝐷𝐷𝐷𝐷と関係があり、次式で表されることが知られている [11, 12]。 

𝐷𝐷 =
𝑐𝑐

2𝐿𝐿𝑓𝑓𝑛𝑛2λ12
�1 + 2𝑛𝑛 −

2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼� (2) 

ここで、𝑐𝑐は光速、𝛼𝛼は送信器のチャープパラメータ、𝜆𝜆1は発振波長、𝐿𝐿はファイバ距離であ
る。次に、ZDW 𝜆𝜆0、発振波長𝜆𝜆1の関係を式(3)で表し、分散係数𝐷𝐷を 3次のセルマイヤー式から
テイラー展開で近似することによって式(4)が得られる。 

𝜆𝜆0 = 𝜆𝜆1 + 𝛥𝛥𝛥𝛥 (3) 

𝐷𝐷 =
𝑆𝑆0
4
�𝜆𝜆1 −

𝜆𝜆04

𝜆𝜆13
� =

𝑆𝑆0
4
�𝜆𝜆0 + Δ𝜆𝜆 − 𝜆𝜆0 �1 +

Δ𝜆𝜆
𝜆𝜆0
�
−3

� ≈ 𝑆𝑆0Δ𝜆𝜆 (4) 

ここで、𝑆𝑆0は分散スロープである。これにより、ZDW 𝜆𝜆0は式(5)となる。 

𝜆𝜆0 = 𝜆𝜆1 +
𝐷𝐷
𝑆𝑆0

(5) 

以上より、分散係数𝐷𝐷を受信信号から検出されるノッチ周波数から算出し、分散スロープの値
で割ることで ZDWからのシフト量であるΔ𝜆𝜆 が計算でき、ZDWを求めることが可能となる。
次節では実際に主信号を伝送してノッチ周波数が取得可能か実機で確認する。 

 
図 3-1 周波数フェージングで生じるノッチ周波数. 
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3-4 伝送実験による零分散波長推定技術の検証 

3-4-1 波長分散に起因するノッチ周波数の確認 

前節で、波長分散に起因するノッチ周波数から零分散波長（ZDW）を推定する手法を提
案した。本節では、その理論を実機で確認する。 

図 3-2 に実験系を示す。送信器には、波長𝜆𝜆1 = 1303.73 nm の半導体光増幅器（SOA）統
合型電界吸収変調分布帰還（EA-DFB）レーザ（AXEL: SOA assisted extended reach EA-DFB 

laser）を使用した [13]。53.125 Gbpsの PRBS 2¹⁵−1の NRZ信号を伝送した。伝送距離は、𝐿𝐿 

= 0 km (Back-to-Back: BtB）、80 km、100 km でそれぞれ行った。伝送後の信号は受信器の
APDで受信され、TIAから出力された受信信号の波形は、200 GS/s、量子化ビット数 8のデ
ジタルストレージオシロスコープ（DSO）で取得し、FFTサイズ 512で FSを作成した。 

 
図 3-2 実験系. 

 

図 3-3(a)に BtBの FS、図 3-3(b)、(c)に𝐿𝐿 = 80 km, 100kmの FS、図 3-4 (a), (b)に伝送後の FS

と BtB の FS を除算した結果を示す。伝送後の FS は波長分散によって特定の周波数成分が
減衰していることが分かる。よって、主信号を伝送したときの FSから特有のノッチ周波数
の出現を確認することができた。また、図 3-4(b)に示すように、ノッチ周波数は図 3-4(a)よ
りも低い周波数側に出現している。これは、式(1)により𝑓𝑓02と𝐿𝐿が反比例の関係にあるため
である。したがって、理論的に𝐿𝐿が長くなるほど𝑓𝑓0は小さくなる結果と一致する。 

 

 

 



 

 27 

 
(a) 

 

 
(b) 

 
(c) 

図 3-3 周波数スペクトル(FS): (a) BtB, (b) 𝐿𝐿 = 80 km, (c) 𝐿𝐿 = 100km. 
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(a) 

 
(b) 

図 3-4 伝送後の FSと BtBの FSを除算した結果: (a) 𝐿𝐿 = 80 km, (b) 𝐿𝐿 = 100km. 

 

主信号を伝送することでノッチ周波数を検出可能であることを確認したため、次に信号
中の周波数成分および FFT サイズを変化させてノッチ周波数への影響を解析した。図 3-

5(a), (b), (c)に、PRBSを 2¹⁵−1 、𝐿𝐿 = 80 kmで FFTサイズを 256、512、1024とした場合の伝
送後 FSと BtB FSの除算結果、図 3-6(a), (b), (c) に、PRBSを 2³¹−1、𝐿𝐿 = 80 kmで FFTサイズ
を 256、512、1024とした場合の伝送後 FSと BtB FSの除算結果を示す。 
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(a) 

 
(b) 

 
(c) 

図 3-5 PRBSを 2¹⁵−1 、𝐿𝐿 = 80 kmにおける FFTサイズを変化させたときの FS: 

(a) FFTサイズ = 1024, (b) FFTサイズ = 512, (c) FFTサイズ = 256. 
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(a) 

 
(b) 

 
(c) 

図 3-6 PRBSを 231−1 、𝐿𝐿 = 80 kmにおける FFTサイズを変化させたときの FS: 

(a) FFTサイズ = 1024, (b) FFTサイズ = 512, (c) FFTサイズ = 256. 
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図 3-5(a)〜(c)に示すように、PRBS 215−1の場合、FFTサイズ 1024、512、256においてノ
ッチ周波数𝑓𝑓0はそれぞれ 32.81 GHzであった。一方、PRBS 231−1の場合、図 3-6(a)〜(c)に示
すように、𝑓𝑓0はそれぞれ 36.33、36.33、および 32.81 GHzであった。 

同様に、図 3-7(a), (b), (c)に、PRBSを 2¹⁵−1 、𝐿𝐿 = 100 kmで FFTサイズを 256、512、1024

とした場合の伝送後 FSと BtB FSの除算結果、図 3-8(a), (b), (c) に、PRBSを 2³¹−1、𝐿𝐿 = 10 

kmで FFTサイズを 256、512、1024とした場合の伝送後 FSと BtB FSの除算結果を示す。 
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(a) 

 
(b) 

 
(c) 

図 3-7 PRBSを 2¹⁵−1 、𝐿𝐿 = 100 kmにおける FFTサイズを変化させたときの FS: 

(a) FFTサイズ = 1024, (b) FFTサイズ = 512, (c) FFTサイズ = 256. 
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(a) 

 
(b) 

 
(c) 

図 3-8 PRBSを 231−1 、𝐿𝐿 = 100 kmにおける FFTサイズを変化させたときの FS: 

(a) FFTサイズ = 1024, (b) FFTサイズ = 512, (c) FFTサイズ = 256. 
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図 3-7(a)〜(c)に示すように、PRBS 215−1の場合、FFTサイズ 1024、512、256においてノ
ッチ周波数𝑓𝑓0はそれぞれ 29.30、29.30、29.69 GHzであり、PRBS 231−1の場合、図 3-8(a)〜
(c)に示すように、𝑓𝑓0はそれぞれ 32.23、32.03、32.03 GHzであった。 

𝑓𝑓0の値は PRBS の種類によって異なるものの、信号の最小周波数成分間隔は十分に小さ
いことが分かる。PRBS の段数の違いによる周波数成分の刻み幅の差が影響している場合、
例えば、PRBS 2¹⁵−1 の場合、信号は 53/(2¹⁵−1) Gbps の整数倍の周波数成分であるため、𝑓𝑓0
の値の差は実験結果よりも小さくなることが予想される。したがって、この差異は PRBS

の影響ではなく、信号データ中の雑音の影響によるものであると考えられる。また、FFT

サイズは信号中に含まれる周波数成分のパワーに大きな影響を与えないため、FFT サイズ
を変化させても周波数の分解能に影響を与えるだけであり、ノッチ位置に大きな変動は見
られなかった。 

次に、𝑓𝑓0の変動によって生じる ZDWの推定誤差を評価した。分散パラメータ𝐷𝐷を式(2)か
ら求めるためには送信器のチャープ𝛼𝛼の値が必要であるため、分散シフトファイバを通じ
て主信号から複数のノッチを取得することで算出した [11, 12]。得られた𝛼𝛼の値はα=0.48で
あり、真値との誤差は 7.7%以内であると考えられる [11]。𝑆𝑆0の値は、ITU-T G.652で規定さ
れる範囲の平均値である𝑆𝑆0 = 0.0825 ps/nm2/kmを用いた。真値は 80 kmおよび 100 kmのい
ずれにおいても 0.0874 であり、その差は 0.0049（誤差 5.7%）であった。表 3-1 に、𝐿𝐿 = 80 

km における𝑓𝑓0から推定された ZDW、ZDW測定装置で得られた真値、および推定誤差、表
3-2に、𝐿𝐿 = 100 kmにおける𝑓𝑓0から推定された ZDW、ZDW測定装置で得られた真値、およ
び推定誤差を示す。伝送距離、FFTサイズ、PRBS値による推定誤差はいずれも真値に対し
て±1 nm 以内であることが確認された。以上の結果から、提案手法によって推定精度が±
1 nm 以内で ZDWを推定できることが明らかになった。 

表 3-1 𝐿𝐿 = 80 kmにおける𝑓𝑓0から推定された ZDW、真値、推定誤差. 
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表 3-2 𝐿𝐿 = 100 kmにおける𝑓𝑓0から推定された ZDW、真値、推定誤差. 
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3-4-2 伝送実験 

本節では、前節で推定した ZDW を用いて実際に波長分散による信号品質劣化を低減で
きることを実験で示す。図 3-9 に実験構成を示す。本実験では、固定波長の AXEL を 2 つ
配列し、ひとつは前節で使用した波長で発振する AXEL を、もう一つは推定した ZDW に
最も近い発振波長を有する AXELを使用した。推定時に使用した発振波長𝜆𝜆1は、45 °C時に
1303.73 nm である。推定した ZDW に合わせた発振波長𝜆𝜆0 = 𝜆𝜆1 + 𝛥𝛥𝛥𝛥は、49.78 °C 時に
1312.36 nm、または 36.36 °C時に 1311.15 nmである。本実験構成では、温度調整により発
振波長を推定した ZDWに合わせた。 

提案手法における PRBS の違いによる誤差の影響を評価するため、ビットレート 53.125 

Gbpsの NRZ 信号（PRBS 2¹⁵−1 および 2³¹−1）をパルスパターン発生器（PPG: Pulse Pattern 

Generator）から生成した。PPG出力信号は電気増幅器により増幅した後、AXELのEAに入
力した。光信号はプラセオジム添加ファイバ増幅器（PDFA）により増幅し、バンドパスフ
ィルタ（BPF）によって増幅された自然放出光（ASE）を除去した。光信号は、総距離 100 

kmの SSMFを通して 50 Gbps級 APD-TIAにより受信した [14]。受信信号の BERは符号誤
り率測定器（ED: Error Detector）を用いてリアルタイムに測定した。100 kmの SSMFは 2本
の SSMFで構成しており、ZDWの真値が 1312.2 nmとなる 1本の擬似的な 100 km の SSMF

とみなせることを専用の装置を用いて測定して確認した。表 3-3に PRBS 2¹⁵−1および 2³¹−1

における推定値、真値、推定誤差をまとめる。 

 
図 3-9 実験系. 
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図 1-2 ZDWの推定値、真値、推定誤差. 

 
 

図 3-10に PRBS 215−1の BER、図 3-11に PRBS 215−1のアイパターンの結果を示す。各波
長での BtBにおける BERの違いは、温度や駆動電流値の差による素子内部の熱雑音の違い、
すなわち信号対雑音比（SNR）の違いによるものである。図 3-10の PRBS 215−1では、波長
調整前の𝜆𝜆1 = 1303.73 nmにおいて、BER = 1×10⁻²（HD-LDPC-FEC）時の波長分散ペナルテ
ィは 1.5 dB であった。一方、提案手法により推定した ZDW に対応する𝜆𝜆0 = 𝜆𝜆1 + 𝛥𝛥𝛥𝛥  = 

1312.36 nmでは、波長分散ペナルティは 0.2 dBまで低減した。 
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図 3-10 PRBS 215−1の BER. 

 

 
図 3-11 図 3-10に PRBS 215−1のアイパターン. 
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図 3-12に PRBS 231−1の BER、図 3-13に PRBS 231−1のアイパターンの結果を示す。PRBS  

231−1のときも同様に、各波長での BtBにおける BERの違いは SNRの違いによるものであ
る。PRBS 231−1では、波長調整前の𝜆𝜆1 = 1303.73 nmで波長分散ペナルティが 1.4 dBであっ
たのに対し、推定した ZDWである𝜆𝜆0 = 𝜆𝜆1 + 𝛥𝛥𝛥𝛥 = 1311.15 nmでは波長分散ペナルティはほ
ぼ無視できる程度であった。また、発振波長 1311.15 nmの方が 1312.36 nmの場合よりもペ
ナルティが小さい理由として、パルス圧縮効果によるものと考えられる。以上の結果より、
提案手法を用いることで、専用の測定装置を追加することなく ZDW を推定でき、さらに
発振波長を推定した ZDWに調整することにより、100 kmにおいて 53.125 Gbps/λのペナル
ティフリー伝送を実現できた。 
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図 3-12 PRBS 231−1の BER. 

 

 
図 3-13 PRBS 231−1のアイパターン. 
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上記で実証したように、この手法の特徴は波長分散によって生じる固有のノッチ周波数
𝑓𝑓0を用いて ZDWを推定し、発振波長を調整することで波長分散を低減できる点にある。分
散係数 𝐷𝐷 は、発振波長と式 (2) から (4) による ZDW の真値に依存するため、場合によって
はノッチ周波数を検出できないことがある。例えば、発振波長の値と ZDW の真値が同じ
場合、𝐷𝐷  = 0 となりノッチが発生しない。さらに、提案手法は一般的な送信器/受信器のみ
で構成されるため、ノッチ周波数の出現条件は主信号のボーレート 𝐵𝐵  内に限定される。し
たがって、提案手法では、発振波長値と ZDW真値に基づくノッチ周波数𝑓𝑓0の出現位置を明
確化することが重要である。 

図 3-14に、実験で使用した AXELと同様に𝐿𝐿 = 100km、𝛼𝛼 = 0.48でノッチが出現する場合、
50 GHz 帯域内でノッチが出現する領域を示す。横軸は ZDW の実測値、縦軸は発振波長の
値である。横軸は ZDW の真の値、縦軸は発振波長の値である。ノッチ周波数が現れる位
置は、これら二つの値のずれの量によって異なる。グラフの空白領域は、ノッチ周波数が
50 GHz 以上（主信号のボーレートより高い領域）に現れる範囲を示している。これは
ZDW と初期発振波長の差が±3 nm 以内で、前述の条件下ではノッチが検出されない領域
である。しかし、図 3-10, 3-12に示すように、ZDWの実測値と初期発振波長の差が 8.47 nm

（>3 nm）の場合、ペナルティは最大 1.5 dBであるため、ノッチ周波数が検出できなくても
波長分散によるペナルティは 1.5 dB以内に抑制される。一方、ZDWと初期発振波長の差が
±3 nm を超える場合、ノッチ周波数は 50 GHz 以内に現れるが、提案手法を用いることで
ペナルティのない伝送が実現される。 

 
図 3-14 50 GHz帯域内でノッチが出現する領域. 
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3-5 結論 

本章では、第 2 章で特定した技術課題の一つである波長分散に対処するため、専用
の測定器を必要としない簡易な零分散波長（ZDW）推定技術を提案し、その有効性を
実験的に検証した。 

まず、波長分散係数が発振波長と ZDWの差に依存することに着目し、波長分散によ
って生じる受信電気信号の周波数スペクトル上の周波数フェージング（ノッチ周波数）
から分散係数を算出し、ZDWを推定する原理を提案した。 

次に、本提案手法の有効性を検証するため、53.125 Gbpsの NRZ信号を用いた伝送実
験を行った。80 kmおよび 100 km の SSMF伝送後の受信信号において、周波数スペク
トル上に理論と一致するノッチ周波数が生じることを実機で確認した。さらに、この
ノッチ周波数の測定値、および既知のパラメータを用いて ZDW を算出した結果、
PRBS パターンの種類や FFT サイズによらず、専用の測定器による真値に対し±1 nm

以内の精度で ZDWを推定できることを明らかにした。 

最後に、本手法の伝送品質改善効果を検証した。推定した ZDW（真値 1312.2 nm に
対し、推定値 1311.15 nm）に発振波長を調整した伝送実験を行った結果、調整前の波
長（1303.73 nm）では 100 km伝送後に 1.4 dBの波長分散ペナルティが生じていたのに
対し、調整後の波長ではペナルティをほぼ無視できるレベルまで低減できることを実
証した。 

以上の結果から、提案手法によって専用の測定器を用いることなく光ファイバの
ZDWを±1 nmの精度で推定可能であり、その推定値に基づき発振波長を調整すること
で、53.125 Gbps/λ信号の 100 kmペナルティフリー伝送が実現できることを確認した。 
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第４章 零分散波長推定技術の光アクセスシステムへの適用 

4-1 はじめに 

 本章では、IM-DD 伝送方式における波長分散による伝送距離が制限される課題につい
て、第 3 章で提案した零分散波長（ZDW）推定技術を発展させ、実運用の光アクセスシス
テムへ適用するために必要となる手法の高度化と、実用上の課題解決について検討する。 

初めに、第 3 章で提案した基本原理を実システムへ適用する上で想定される、ファイバパ
ラメータ（伝送距離・分散スロープ）への依存性、光トランシーバへの低リソース実装、
事前の BtB（Back-to-Back）参照測定の必要性、低 S/N（Signal-to-Noise）比耐性、および一
心双方向（BiDi: BiDirectional）伝送への適用性といった技術課題を明確にする。 次に、こ
れらの課題を解決するため、2 つの異なる波長のノッチ周波数比を用いることでファイバ
パラメータに依存しない新たな ZDW推定理論を提案し、50 Gbps PAM4信号による実験で
その有効性を実証する。 さらに、光トランシーバへの実装を想定し、低量子化ビット数・
低サンプリング周波数条件下での動作検証、および実運用コストを削減するために BtB 参
照測定をシミュレーションで代替する手法の検証結果を示す。加えて、最小受信感度付近
の低 S/N比条件下での推定可否や、ZDW近傍（ノッチ周波数が帯域外）の場合の実用的な
運用フローについても提案する。 最後に、本技術を BiDi 伝送へ拡張するため、推定した
ZDWに基づきシステムの許容波長範囲を算出する手法を提案し、100 Gbps PAM4信号によ
るイコライザ不要の 60 km BiDi伝送を実証した結果について述べる。 

4-2 零分散波長推定技術をシステムへ適用する際の課題 

3 章では、波長分散によって生じる固有のノッチ周波数から零分散波長（ZDW）を推定
し、専用装置を用いずに送信器／受信器構成のみで発振波長を ZDW に調整する手法を提
案した。提案手法を実機で確認するため、ZDWの短波長側に位置する 2つの発振波長を用
いて ZDWを推定した。伝送した受信信号を量子化ビット数 8ビット、サンプリング周波数
200 GS/s のアナログデジタルコンバータ（ADC）が搭載されたデジタルストレージオシロ
スコープで取得した。取得したデータに対して高速フーリエ変換（FFT）を実行して周波
数スペクトルを取得し、事前に保有している Back-to-Back（BtB）の周波数スペクトルとの
除算をとることで、伝送によって周波数成分が減衰することを確認した。さらに、周波数
スペクトルの最小値をノッチ周波数𝑓𝑓0として取得し、ノッチ周波数𝑓𝑓0と、実験で使用した
伝送距離𝐿𝐿、送信器のチャープパラメータ𝛼𝛼、発振波長𝜆𝜆1、光速𝑐𝑐、さらに、標準化で規定
されている分散スロープ𝑆𝑆0の平均値を用いることで ZDWを推定した。 

しかしながら、提案手法を実運用上で使用することを考えると、提案手法には複数の課
題がある。 

1 つ目として、提案手法の汎用性を高めるためには、ZDW の短波長側または長波長側の
いずれかの発振波長を用いても ZDWを推定可能であることが望ましい。 
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2 つ目として、実用化を考慮すると、事前に既知であるべきパラメータの数は可能な限
り削減すべきである。より正確に ZDW を推定するためには、伝送距離𝐿𝐿や分散スロープ𝑆𝑆0
の値のようなファイバパラメータは実運用上取得することが困難であるため、これらのパ
ラメータを使用しないことが望ましい。 

3 つ目として、将来的に光トランシーバへの実装を目指す場合、量子化ビット数が 5〜6

ビット、有効サンプリング周波数がボーレートの 1〜2倍、あるいはそれ以下の条件でも手
法が機能することが求められる。これは、コヒーレントトランシーバにおける 32 Gbaudの
デュアル偏波QPSK信号に対して、DSPの有効ビット数（ENOB）が約 5ビットでサンプリ
ング周波数が 64 GS/sであること、IM-DDトランシーバにおける 100 Gbaud NRZ信号に対
して ENOBが 6ビットで 100 GS/s、112 Gbaud PAM4信号に対して ENOBが 6ビットで 112 

GS/sであることに起因する [1-3]。 

4 つ目として、実験による BtB の周波数スペクトルを事前に取得しているため、運用コ
ストを削減するためには、事前に実験で BtB の周波数スペクトルを取得することが不要で
あることが望ましい。 

5 つ目として、BER が良好なノイズが少ない受信信号のデータを使用していたが、実運
用上を考慮すると最小受信感度付近の BER = 10-2付近の受信信号のデータで ZDWを推定で
きることが望ましい。 

6 つ目として、波長分散が顕著であることを前提としているが、実用化を考慮すると、
波長分散が小さい場合でも推定が可能か、推定できない場合は波長分散ペナルティの影響
はどの程度なのか、また、それらを考慮した推定手法の使用方法や運用フローを検討する
必要がある。 

7つ目として、ZDWは１点しかないため [4]、一心双方向ネットワークに適用する場合、
波長の割り当て方法を検討する必要がある。 

上記の課題をそれぞれ解決していき、最後に提案手法を実運用に適用する際の運用フロ
ーをまとめる。始めに、次節では提案手法の理論を新たに構築し、ファイバパラメータ無
依存で、かつ、発振波長と ZDWの位置関係に依存しない ZDW推定手法を検討する。 
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4-3 ファイバパラメータ無依存の零分散波長推定手法の検討 

4-3-1 提案手法の原理 

ファイバパラメータ無依存で、かつ、発振波長と ZDWの位置関係に依存しない ZDW推
定手法を検討する。始めに、波長分散によって特定の周波数が減衰する理論を整理する。
伝送後の電界𝐸𝐸と受信した電界強度 𝐼𝐼は次式で表される [5-7]。 

𝐸𝐸 ∝ (1 + 𝑗𝑗𝑗𝑗)𝑒𝑒𝑗𝑗
𝜋𝜋𝜆𝜆2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑓𝑓2

𝑐𝑐  

𝐼𝐼 = |𝐸𝐸|2 ∝ cos(
𝜋𝜋𝜆𝜆2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑓𝑓2

𝑐𝑐
+ arctan𝛼𝛼) 

この式から、特定の周波数に対して電界強度が 0となる条件は以下となる 。 

cos(
𝜋𝜋𝜆𝜆2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑓𝑓2

𝑐𝑐
+ arctan𝛼𝛼) = 0 

これを解くと、 

𝜋𝜋𝜆𝜆2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑓𝑓2

𝑐𝑐
+ arctan𝛼𝛼 = ±

𝜋𝜋
2

(1 + 2𝑛𝑛) 

但し、𝑛𝑛 は 0以上の整数である。この式から、ある波長𝜆𝜆𝑖𝑖における波長分散係数𝐷𝐷𝑖𝑖について、
電界強度が 0となる特定の周期的な周波数を𝑓𝑓𝑛𝑛とすると、 

𝑓𝑓𝑛𝑛𝑛𝑛2 =
𝑐𝑐

2𝐷𝐷𝑖𝑖𝜆𝜆𝑖𝑖2𝐿𝐿
�±1 ± 2𝑛𝑛 −

2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑖𝑖� 

となる。∀𝑛𝑛に対して、𝑓𝑓𝑛𝑛𝑛𝑛2 > 0であるので、𝐷𝐷𝑖𝑖の符号によって括弧の中の値が決まる。よっ
て、1番目のノッチ周波数𝑓𝑓0𝑖𝑖2に着目すると、𝑓𝑓0𝑖𝑖2は次式で与えられる。 

𝑓𝑓0𝑖𝑖2 =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ 𝑐𝑐

2𝐷𝐷𝑖𝑖𝜆𝜆𝑖𝑖2𝐿𝐿
�+1−

2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑖𝑖�    (𝐷𝐷𝑖𝑖 > 0)

𝑐𝑐
2𝐷𝐷𝑖𝑖𝜆𝜆𝑖𝑖2𝐿𝐿

�−1−
2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑖𝑖�    (𝐷𝐷𝑖𝑖 < 0)
(1) 

また、波長分散𝐷𝐷𝑖𝑖𝐿𝐿はセルマイヤーの近似式を用いて以下で表される。 

𝐷𝐷𝑖𝑖𝐿𝐿 =
𝑆𝑆0𝐿𝐿

4
�𝜆𝜆𝑖𝑖 −

𝜆𝜆04

𝜆𝜆𝑖𝑖
3� (2) 

この式を式(1)に代入し、2 つの波長𝜆𝜆𝑎𝑎, 𝜆𝜆𝑏𝑏における式(1)を両辺で割ることで、次式が得ら
れる。 

𝑓𝑓0𝑎𝑎2

𝑓𝑓0𝑏𝑏2
=

 �𝜆𝜆𝑏𝑏 −
𝜆𝜆04
𝜆𝜆𝑏𝑏3
�𝜆𝜆𝑏𝑏2 �±1− 2

𝜋𝜋 arctan𝛼𝛼𝑎𝑎�

�𝜆𝜆𝑎𝑎 −
𝜆𝜆04

𝜆𝜆𝑎𝑎3
� 𝜆𝜆𝑎𝑎2 �±1− 2

𝜋𝜋 arctan𝛼𝛼𝑏𝑏�
(3) 
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この式から ZDW 𝜆𝜆0について解くと、𝐴𝐴 , 𝐵𝐵をそれぞれ式(5)、(6)で定義すると、以下で表さ
れる。 

𝜆𝜆0 =

⎩
⎪
⎪
⎪
⎪
⎨

⎪
⎪
⎪
⎪
⎧
𝜆𝜆0(𝐴𝐴−,𝐵𝐵−) = �

𝐴𝐴−𝜆𝜆𝑎𝑎4 − 𝐵𝐵−𝜆𝜆𝑏𝑏4

𝐴𝐴− − 𝐵𝐵−
�

1
4

   (𝜆𝜆𝑏𝑏 < 𝜆𝜆0, 𝜆𝜆𝑎𝑎 < 𝜆𝜆0)

𝜆𝜆0(𝐴𝐴−,𝐵𝐵+) = �
𝐴𝐴−𝜆𝜆𝑎𝑎4 − 𝐵𝐵+𝜆𝜆𝑏𝑏4

𝐴𝐴− − 𝐵𝐵+
�

1
4

      (𝜆𝜆𝑏𝑏 < 𝜆𝜆0, 𝜆𝜆0 < 𝜆𝜆𝑎𝑎)

𝜆𝜆0(𝐴𝐴+,𝐵𝐵−) = �
𝐴𝐴+𝜆𝜆𝑎𝑎4 − 𝐵𝐵−𝜆𝜆𝑏𝑏4

𝐴𝐴+ − 𝐵𝐵−
�

1
4

      (𝜆𝜆0 < 𝜆𝜆𝑏𝑏 , 𝜆𝜆𝑎𝑎 < 𝜆𝜆0)

𝜆𝜆0(𝐴𝐴+,𝐵𝐵+) = �
𝐴𝐴+𝜆𝜆𝑎𝑎4 − 𝐵𝐵+𝜆𝜆𝑏𝑏4

𝐴𝐴+ − 𝐵𝐵+
�

1
4

      (𝜆𝜆0 < 𝜆𝜆𝑏𝑏 , 𝜆𝜆0 < 𝜆𝜆𝑎𝑎)

(4) 

𝐴𝐴 = �
𝐴𝐴− = 𝑓𝑓0𝑎𝑎2 𝜆𝜆𝑏𝑏 �−1 −

2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑏𝑏�    (𝜆𝜆𝑏𝑏 < 𝜆𝜆0)

𝐴𝐴+ = 𝑓𝑓0𝑎𝑎2 𝜆𝜆𝑏𝑏 �1 −
2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑏𝑏�       (𝜆𝜆0 < 𝜆𝜆𝑏𝑏)
(5) 

𝐵𝐵 = �
𝐵𝐵− = 𝑓𝑓0𝑏𝑏2 𝜆𝜆𝑎𝑎 �−1 −

2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑎𝑎�    (𝜆𝜆𝑎𝑎 < 𝜆𝜆0)

𝐵𝐵+ = 𝑓𝑓0𝑏𝑏2 𝜆𝜆𝑎𝑎 �1 −
2
𝜋𝜋

arctan𝛼𝛼𝑎𝑎�       (𝜆𝜆0 < 𝜆𝜆𝑎𝑎)
(6) 

上式から、𝜆𝜆0のパラメータにファイバパラメータの距離𝐿𝐿や分散スロープ𝑆𝑆0が記載されて
いないことが分かる。これにより、ファイバパラメータ無依存で ZDW を推定する理論式
を形式化することが可能となった。 

また、上式は、それぞれ発振波長𝜆𝜆𝑎𝑎および𝜆𝜆𝑏𝑏と ZDW 𝜆𝜆0との関係に応じて異なる形式を
取る。発振波長𝜆𝜆𝑎𝑎および𝜆𝜆𝑏𝑏がそれぞれ𝜆𝜆0より大きい場合と小さい場合の組み合わせにより、
𝜆𝜆0の推定値は合計 4通り得られる。これにより、発振波長が ZDWより短波側もしくは長波
側でも𝜆𝜆0が計算できる。 

ここで、𝜆𝜆0の値は未知であるため、発振波長が ZDW より短波側もしくは長波側である
かの情報は事前に取得できないことに注意したい。よって、ZDWの候補が 4つ出てくるこ
とになるため、この候補から絞り込みを行う方法を検討する。 

4つの候補から絞り込みを行うための条件は以下となる。 

1. 計算した 4 つの ZDW がそれぞれの式における発振波長との大小関係が一致してい
ない候補は除外する。 

2. ZDWの値が標準化で規定されている下記の範囲に該当しない場合はその候補を除外
する。 

1300 < 𝜆𝜆0 < 1324 (8) 

3. 分散スロープ𝑆𝑆0と距離𝐿𝐿の積の値は以下で求められる。この値は必ず正であり、シ
ステムで想定されている最大の伝送距離𝐿𝐿maxと標準化で規定されている分散スロー
プ𝑆𝑆0maxの値の積よりも小さくなる。この範囲に該当しない場合はその候補を除外す
る。 
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𝑆𝑆0𝐿𝐿 =
2𝑐𝑐𝐵𝐵±

𝑓𝑓0𝑎𝑎2 𝑓𝑓0𝑏𝑏2 (𝜆𝜆𝑎𝑎4 − 𝜆𝜆04) 
 (0 < 𝑆𝑆0𝐿𝐿 < 𝑆𝑆0max𝐿𝐿max) (9) 

以上の条件から、ZDW の値を 1 つに絞り込むことが可能となる。図 4-1 に、4 つの候補
から 1つの ZDWを絞り込む概念を示す。各発振波長に対し、波長分散 DLが正負の 2通り
取れることを●で示している。それぞれの波長に対する 2 点を結び、𝐷𝐷𝐷𝐷＝0 となる横軸と
の交点が ZDW 𝜆𝜆0となる。このとき、条件 1では、𝜆𝜆𝑎𝑎, 𝜆𝜆𝑏𝑏,𝜆𝜆0の大小関係がそれぞれ計算した
式の条件に合っているかを確認する。条件 2 では、標準化で規定されている ZDW の範囲
（水色の範囲）に横軸との交点が生じるかを確認する。条件 3 では、結んだ線分の傾きが
正で、かつ、傾きが急峻でないことを確認する。これにより、候補を 1 つに絞ることが可
能となる。 

以上より、本手法は、ZDWの短波長側または長波長側のいずれかの発振波長を用いても
ZDW を推定可能であり、発振波長と ZDW の関係が事前に不明であっても、各式の条件に
基づいて ZDW を一意に特定することができる。また、導出した式から分かるように、本
手法は多値変調（PAM4など）の変調方式に依存せず適用可能である。 

次節では、50 Gbps PAM4信号を用いて上記の理論に基づいて実機で ZDWを推定し、提
案手法が実現可能であることを示す。 

 
図 4-1 4つの候補から 1つの ZDWを絞り込む概念図. 
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4-3-2 実験構成 

図 4-2に、ZDWを推定するために用いた実験構成を示す。波長可変レーザは発振波長 𝜆𝜆𝑎𝑎 

= 1300 nm および 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm を出力し、任意波形発生器から生成した 50-Gbps PRBS 211−1 

PAM4 信号を、いずれの波長の場合も電気増幅器を介してマッハツェンダ変調器（MZM） 

に入力した。変調信号はビスマスドープ光ファイバ増幅器（BDFA）で増幅された後、60 

km の光ファイバを伝送し、プラセオジムドープファイバ増幅器（PDFA）およびバンドパ
スフィルタ（BPF）を通過して受信器に入力された。受信信号の周波数スペクトル（FS）
は、200 GS/s のサンプリング周波数と量子化ビット数 8 ビットを有するデジタルストレー
ジオシロスコープにより取得した。 

 
図 4-2 実験系/ 

 

 

4-3-3 実験結果 

図 4-3に、各波長における 60 km 伝送後の FS を BtB FS で除算して得られた PAM4 信号
の FS（FFT サイズ 256）を示す。PAM4 信号においてノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎および𝑓𝑓0𝑏𝑏が得られ、
それぞれ 17.97 GHz、19.53 GHz であった。 
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(a) 

 
(b) 

図 4-3 伝送後の FS を BtB FS で除算して得られた PAM4 信号の FS; 
(a) 𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nm, (b) 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm. 
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ZDW の真値は ZDW 測定装置により取得した。チャープパラメータの値は、分散シフト
ファイバで分散量を大きくかけることで複数のノッチ周波数を出現させることで求められ、
その結果、𝛼𝛼𝑎𝑎 = −1.12、𝛼𝛼𝑎𝑎 = −1.41 を得た [5]。表 4-1に、 𝜆𝜆0、𝑆𝑆0𝐿𝐿、条件、および Step 5 に
おける条件の結果を示す。各 𝜆𝜆0は 1317.56、1304.11、1301.27、1347.23 nm であり、各𝑆𝑆0𝐿𝐿は
7.11、−102.12、99.95、−9.29 ps/nm² であった。条件 (8) から 𝜆𝜆0 = 1347.23 nm を除外した。
さらに、条件 (7) の 0  <  𝑆𝑆0𝐿𝐿  から 𝑆𝑆0𝐿𝐿   = −102.12、−9.29 ps/nm² を除外し、条件 𝑆𝑆0𝐿𝐿   <  

𝑆𝑆0max𝐿𝐿maxから 𝑆𝑆0𝐿𝐿 = 99.95 ps/nm² を除外した。これは、この値が 1000 km を超える伝送距離 

𝐿𝐿を与え、IM-DD 伝送システムの典型的な 100 km 未満の伝送距離と一致しないためである。
以上より、発振波長と ZDW の関係が事前に不明であっても、ZDW は 𝜆𝜆0 = 1317.56 nm のみ
が妥当であり、一意に決定できる。 

 

表 4-1  4つの式における𝜆𝜆0、𝑆𝑆0𝐿𝐿と、Step 5 における条件の結果. 

 
表 4-2 にノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎, 𝑓𝑓0𝑏𝑏, 推定した ZDW（𝜆𝜆0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒）、ZDW の真値𝜆𝜆0および推定精度𝛿𝛿𝜆𝜆

をまとめる。真値は 1318.34 nm、推定値は 1317.56 nm、推定誤差は −0.78 nm であった。 

 

表 4-2 ノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎, 𝑓𝑓0𝑏𝑏, 推定した ZDW（𝜆𝜆0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒）、ZDW の真値𝜆𝜆0および推定精度𝛿𝛿𝜆𝜆. 

 
提案手法における推定精度は、式 (6) に示すように光ファイバ長 𝐿𝐿 や 𝜆𝜆𝑎𝑎と𝜆𝜆𝑏𝑏の差分には

依存せず、𝜆𝜆𝑎𝑎と𝜆𝜆𝑏𝑏の絶対精度に依存する。例えば、本実験系において系統誤差として ±1 

nm または ±0.1 nm（両波長が同方向に 1 nm または 0.1 nm シフト）を仮定すると、推定誤
差はそれぞれ −1.78 nm と 0.22 nm、または −0.68 nm と −0.88 nm となる。一方、ランダム誤
差（両波長が逆方向にずれる場合）では、推定誤差はそれぞれ −6.79 nm、+5.20 nm、また
は −0.18 nm、−1.38 nm となる。これらの結果は、推定精度が系統誤差よりもランダム誤差
に強く依存し、1 nmの場合よりも 0.1 nmの場合の方が影響は小さくなる。ただし、提案手
法では波長可変レーザの使用を想定しており、波長誤差は最大でも 0.1 nm 程度に抑制され
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ると期待される。そのため、発振波長精度が推定精度に与える影響は小さいと考えられる。
さらに、異なるファイバや異なる発振波長を用いた場合にも同様の推定精度が得られると
考えられる。これらの結果は、提案手法が光ファイバパラメータに依存せずに ZDW を推
定でき、PAM4 のような高次多値変調にも適用可能であることを示す。また、ノッチ周波
数は 波長分散による左右の側波帯間における位相差を直接検波することで生じる現象であ
るため、PAM4 信号や NRZ 信号といった変調方式に依存せずに提案手法が適用できること
も確認された。 

次に、推定した ZDW を利用して波長分散ペナルティを低減できることを実験的に示す。
実験構成は図 4-2と同一である。本手法により得られた推定した ZDW 𝜆𝜆0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 1317.56 nmお
よび短波長側として設定した𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nm を用いて、波長分散ペナルティの比較を行った。
受信信号のビット誤り率（BER）はエラーデテクタにより測定した。 

図 4-4 に BER の結果、図 4-5 にアイパターンの結果を示す。白抜き印が伝送前（BtB）の
BER、黒塗り印が伝送後の BER を示し、丸印が最悪値である𝜆𝜆𝑎𝑎の場合、四角印が推定した
ZDW 𝜆𝜆0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒である。図 4-5 に示すように、𝜆𝜆𝑎𝑎では伝送後の波形が波長分散により劣化したた
め、BER=1×10⁻²（HD-LDPC-FEC 閾値）における波長分散ペナルティは 3.1 dB であった。
一方、提案手法により得られた推定した ZDW 𝜆𝜆0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒を使用した場合、図 4-5に示すように伝
送後の波形劣化が生じなかったため、波長分散ペナルティはほぼゼロであった。 

以上の結果から、本手法を用いることで、ペナルティフリーかつイコライザフリーの伝
送が実現可能であることが確認された。 
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図 4-4 BERの実験結果. 

 

 
図 4-5 アイパターンの実験結果. 
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4-4 トランシーバへの実装可否の検討 

本節では、実用化の観点から、光トランシーバに搭載される DSP による軽量な信号処理
で ZDW が推定可能かについて議論する。具体的には、量子化ビット数を 8 から 3 ビット
に、サンプリング周波数を 200 GS/s から 50 GS/s に低減した場合に、ノッチ周波数の値が
変化するか否かを検証する。 

光伝送システムにおいて、伝送するボーレートに対応する電気帯域幅を持つ受信器が使
用されることが想定される。本研究で使用した受信器の帯域幅は 50 GHzであるため、DSP

内でローパスフィルタを適用して高周波成分を除去し、エイリアシングの影響を受けない
ようにした。具体的には、伝送後の波形データに対してロールオフ率 0.1 のルートレイズ
ドコサインフィルタを適用し、受信器の帯域を 25 GHzになるように模擬した。 

図 4-6(a)、(b)に、発振波長𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nmおよび𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nmにおいて、量子化ビット数を
8ビットから 4ビットおよび 3ビットに低減し、サンプリング周波数を 200 GS/sに固定した
場合の FSを示す。 
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(a) 

 
(b) 

図 4-6 サンプリング周波数を 200 GS/sに固定したまま量子化ビット数を変化させたと
きの FS; (a) 𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nm, (b) 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm. 

 

200 GS/sでは、量子化ビット数が 4ビットではノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎 = 17.97 GHz、𝑓𝑓0𝑏𝑏 = 19.53 

GHz のままで変化は見られなかった。一方、量子化ビット数を 3 ビットに低減した場合、
𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nmにおいてノッチ周波数が𝑓𝑓0𝑏𝑏 = 17.97 GHzへと変化した。これらの結果から、量
子化ビット数が 3 ビットの場合は量子化ノイズの影響が顕著となり、ノッチ周波数に変化
を生じさせるが、4 ビット以上では影響は無視できることが示された。したがって、量子
化ビット数は 4ビットまで低減可能であることが明らかになった。 

次に、図 4-7(a)、(b)に、量子化ビット数を 4ビットに固定し、サンプリング周波数を 200 

GS/sから 100 GS/sおよび 50 GS/sに低減した場合の FSを示す。 
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(a) 

 
(b) 

図 4-7 量子化ビット数を 4ビットに固定したままサンプリング周波数を変化させたと
きの FS; (a) 𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nm, (b) 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm. 

 

200 GS/s で取得した波形データを間引くことでサンプリング周波数を低減した。また、
FFTサイズは 100 GS/sのときに 128、50 GS/sのときに 64に設定することで、周波数軸のス
ケール幅を 200 GS/sと同一にした。ノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎 = 17.97 GHz、𝑓𝑓0𝑏𝑏 = 19.53 GHz は、サ
ンプリング周波数を 100 GS/s および 50 GS/s に低減しても変化しなかった。これらの結果
は、サンプリング定理に基づく原理と一致しており、2 倍以上のオーバーサンプリング（2 

sps）で信号が完全に再構成されて、FS の形状が維持されることを示している。よって、2 

sps以上であればノッチ周波数に影響しないことが明らかになった。 
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表 4-3に、サンプリング周波数を 200 GS/sから 50 GS/sまで、量子化ビット数を 8ビット
から 3ビットまで低減した場合の𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nmおよび𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nmにおけるノッチ周波数を
示す。表 4-4に、表 4-3に示されたノッチ周波数を用いて式(4)から計算した ZDWの推定値
と真値との間の推定誤差を示す。 
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表 4-3 サンプリング周波数と量子化ビット数変化させた場合の 

𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nmおよび𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nmにおけるノッチ周波数. 

 
 

表 4-4 サンプリング周波数と量子化ビット数変化させた場合の推定誤差𝛿𝛿𝜆𝜆. 

 
 

量子化ビット数は ENOB（Effective Number of Bits）よりも大きい値であることが理論的
に言える。したがって、本結果は ENOB が 4 ビットでサンプリング周波数がボーレートの
2 倍の条件下でも、提案手法により ZDW を推定可能であることを示している。これは、
ENOB が 5〜6 ビット、サンプリング周波数がボーレートの 1〜2 倍である光トランシーバ
の仕様と同程度もしくは低い条件であるため、光トランシーバへの適用が可能であること
を意味する。提案手法を 100 G クラスの高速伝送システムへ適用するにあたり、サンプリ
ング周波数はノッチ周波数を取得する範囲を拡大することを意味するため、推定精度への
影響は生じない。また、量子化ビット数は周波数スペクトルの縦軸のステップサイズを示
すものであり、ENOB とは異なり、横軸の周波数値には依存しない。したがって、量子化
ビット数を増加させることなく、高速信号にも提案手法を適用可能である。 
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4-5 伝送前の周波数スペクトルの汎用化の検討 

本節では、実験による BtB FS を使用しない手法について議論する。4-3 節の実験では、
ペアとなるトランシーバ間の BtB FS を使用した。しかし、これらの FS を取得するには、
ペアトランシーバ間で BtB 接続を行う必要があり、運用コストの増加が懸念される。さら
に、ROADM（Reconfigurable Optical Add-Drop Multiplexer）ネットワークのように通信相手
が変化するネットワークでは、複数のペアトランシーバに対する BtB FSが必要となる。ト
ランシーバは、通信相手候補の BtB データを事前にメモリに保持する必要があり、メモリ
使用量の増加により運用コストが高くなる。 

この課題に対処するため、我々は実験による BtB FS をシミュレーションによる BtB FS

に置き換える手法を提案する。スプリットステップフーリエ法などの計算を行うファイバ
伝搬シミュレータ（例：VPI Transmission Maker [8]）を用いることで、シミュレーションに
よる BtB FSを取得可能であり、トランシーバ出荷前にデータをインストールすることがで
きる。シミュレーションによる BtB FS を使用することで、実験による BtB FS の取得が不
要となり、任意のトランシーバペアに対して手法を適用可能となる。 

上記の提案手法による推定精度を検討する。図 4-8 に、シミュレーションによる BtB FS

を示す。BtB の場合、波形は波長分散やチャープの影響を受けないため、任意の波長およ
びチャープパラメータに対して同一の FSが得られる。したがって、任意の発振波長および
チャープパラメータに対して、シミュレーションによる BtB FSを 1つ準備するだけで十分
であり、このデータは𝜆𝜆𝑎𝑎および𝜆𝜆𝑏𝑏による伝送後の FSに共通して使用可能である。 

 

 
図 4-8 シミュレーションによる BtB FS. 



 

 61 

図 4-9(a)、(b)に、60 km伝送後の FSをシミュレーションによる BtB FSで除算した結果を
示す。伝送後の FSは、4-4節の結果で得られたサンプリング周波数 50 GS/s、量子化ビット
数 4ビットの波形を使用した。1300 nmおよび 1305 nmにおけるノッチ周波数は、それぞれ
17.97 GHzおよび 19.53 GHzであり、実験による BtB FSを用いた場合と同一であった。 

 
(a) 

 

(b) 
図 4-9 60 km伝送後の FSをシミュレーションによる BtB FSで除算した FS; (a) 𝜆𝜆𝑎𝑎 = 

1300 nm, (b) 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm. 
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上記の結果から、ノッチ周波数とその左右 0.78 GHz（本研究における周波数分解能の 1

ステップ）ずれた周波数とのスペクトル強度差は 2 dB以上であった。また、BtB FSはチャ
ープパラメータや波長分散の影響を受けないため、変調器および受信器の S21 パラメータ
のみに依存する。そのため、上記の結果は、シミュレーションと製品間の S21 パラメータ
における各周波数点の誤差が 2 dB以内であれば、ノッチ周波数および推定精度に影響がな
いことを意味する。仮に S21パラメータが製造ロット間で 2 dB以上変動する場合、カタロ
グ仕様（例：3 dB帯域幅）において数十 GHz以上の誤差が生じることになるため、現実的
ではない。したがって、実験における各トランシーバ間の BtB FSの差異、およびシミュレ
ーションと実験による BtB FSの差異は、推定精度に大きな影響を与えないと考えられる。 

以上の結果から、トランシーバのデータシートに記載された仕様に基づいてシミュレー
ションで得られた BtB FS は、実験による BtB FS の代替可能であると考えられる。これに
より、各トランシーバペアに対して実験的に BtB FSを準備する必要がなくなり、運用コス
トの増加に対する懸念を解消できる。 
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4-6 最小受信感度におけるノッチ周波数の取得の可否 

本節では、ノイズが多い状況下におけるノッチ周波数の検出に関する課題を取り扱う。
実用的な応用においては、光損失などにより受信光パワーが低下し、受信感度の下限付近
で通信が行われる場合がある。このような劣化した信号対雑音比（S/N 比）下では、信号
成分が小さくなり、熱雑音や ASE 雑音などのノイズ成分が周波数成分において支配的とな
るため、ノッチ周波数が検出可能かどうかは明らかではない。 

この課題を明確にするため、提案手法が劣化した S/N 比下でも使用可能かどうかを検証
する。図 4-7(a)に示すように、本実験系における伝送後の最小受信感度は−17 dBmであり、
これは ZDW 付近で波長分散の影響がほぼない状態での受信限界である。この条件下でも
同様のノッチ周波数が得られることを確認する。 

図 4-10(a)、(b)に、−17 dBmで伝送された後の FSを、図 4-8に示すシミュレーションによ
る BtB FSで除算した結果を示す。伝送後の FSは、サンプリング周波数 50 GS/s、量子化ビ
ット数 4 ビットの波形から導出された。波長分散によって特定の周波数成分が減衰するこ
とで生じるノッチ周波数は検出可能であり、最小受信感度においても減衰可能な信号成分
が十分に存在することが示された。1300 nmおよび 1305 nmにおけるノッチ周波数は、それ
ぞれ 17.97 GHzおよび 19.53 GHzであり、4-3節で得られた値と一致していた。これらの結
果から、提案手法は最小受信感度のような劣化した S/N 比下でも適用可能であることが示
された。 
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(a) 

 
(b) 

図 4--10  最小受信感度付近で受信した波形データを使用した FS; 
 (a) 𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nm, (b) 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm. 
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4-7 ノッチ周波数と波長分散ペナルティの関係 

本節では、ノッチ周波数と波長分散ペナルティの関係について検討する。ZDWを推定す
るためには、ノッチ周波数がボーレートの値以内に出現する必要がある。しかしながら、
ノッチ周波数がこの範囲外に出現した場合、提案手法は適用できず、ZDWの推定が不可能
となる。さらに、ZDWが推定できない場合、波長分散ペナルティが発生し、通信障害につ
ながる可能性がある。したがって、ノッチ周波数がボーレートの値を超えて出現した場合
に、どの程度の波長分散ペナルティが発生するかを明確にする必要がある。 

この課題に対処するため、ノッチ周波数と波長分散ペナルティの関係を明確化し、ノッ
チ周波数がボーレートの値を超えて出現する状況でも提案手法が適用可能となるよう、手
法の適用領域を拡張する。 

図 4-11 に、ノッチ周波数における波長分散ペナルティのシミュレーション結果を示す。
文献[8]のシミュレータを用いて、4-3 節の実験を再現した。チャープパラメータは実験値
に近い−1 に設定し、発振波長を変化させながら波長分散ペナルティを取得した。さらに、
式(1)を用いて各発振波長に対するノッチ周波数𝑓𝑓0を算出し、波長分散ペナルティとの関係
を確認した。 

 

 
図 4-11 ノッチ周波数における波長分散ペナルティのシミュレーション結果. 

 

その結果、ノッチ周波数𝑓𝑓0の値が大きくなるにつれて、波長分散ペナルティは減少する
ことが確認された。これは、式(1)に示されるように、𝑓𝑓02と波長分散量𝐷𝐷𝐷𝐷が逆比例の関係に
あり、伝送距離𝐿𝐿が短い場合や発振波長が ZDWに近い場合には𝐷𝐷𝐷𝐷が小さくなり、その結果、
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波長分散ペナルティが低減されるためである。ノッチ周波数が 25 GHz付近またはそれ以上
（ボーレートの値）に出現した場合、波長分散ペナルティはほぼゼロであった。これは、
ノッチ周波数がボーレートの値を超えて出現する場合は、信号の周波数成分内に劣化が見
られず、波形歪みが発生しないことを意味する。 

この結果から、ノッチ周波数がボーレートの値を超えて出現するような伝送距離が短い
場合や発振波長が ZDW に近い場合は、波長分散ペナルティがほとんど発生しないため、
ZDWを推定する必要はない。この関係は、ボーレートが大きい高速信号の場合でも同様で
ある。 

また、波長分散の影響がない場合、信号の周波数成分は sinc 関数となり、その最小値は
ボーレートの値に一致する。したがって、ノッチ周波数は周波数成分の最小値として検出
するので、最小値がボーレート付近で検出された場合、現在の波長で通信を開始すること
が可能であることが明らかになった。 
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4-8 零分散波長推定技術の光アクセスシステムへ適用する際の運用フロー 

4-1 節から 4-7 節までの結果をもとに、図 4-12 に、提案手法の構成図、図 4-13 に、提案
手法を実運用で使用するときの動作フローを示す。 

 
図 4-12 提案手法の構成図. 

 

 
図 4-13 提案手法の動作フロー. 

 

ノッチ周波数が信号帯域以内に出現するか否かに応じて、ZDW推定を継続するか中断す
るかの判断処理を追加することで、ZDWが発振波長に近い場合でも通信が可能となる。 

以上の結果から、提案手法は二心双方における実運用において実装可能であることが示
された。 

次節では、これらを一心双方向にも適用可能か検討する。 
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4-9 一心双方向伝送への拡張の検討 

提案手法を一心双方向（BiDi）伝送へ適用するためには、ZDW からのずれに起因する 

波長分散ペナルティを考慮した上で、2 波長を設定する必要がある。本節では、提案手法
を BiDi 伝送のための波長範囲推定手法を新たに提案する。推定された ZDW を用いること
で、システムが許容する 波長分散ペナルティ範囲を波長範囲へと変換できるため、BiDi 伝
送で必要となる 2 波長の設定が可能となる。 

図 4-14 に、ZDW 推定手法を用いて波長分散範囲から波長範囲への変換を行う波長範囲
推定手法の構成を示す。本手法の手順は以下の 8 ステップで構成される。 

1. 主信号を波長 𝜆𝜆𝑎𝑎に設定した 送信器 1 から出力し、SSMF を介して受信器 2 に送信す
る。 

2. 受信信号を ZDW 推定ブロックに入力し、時間領域波形に対して FFT を実行して周
波数スペクトル（FS）を取得する。 

3. 伝送後の FS を、事前に取得しておいた BtB FS で除算し、ZDW 推定に用いる FS を
得る。整数倍成分を除いた最小値をノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎として検出する。 

4. 発振波長を𝜆𝜆𝑏𝑏に変更し、ステップ 1〜3 を再度実行してノッチ周波数𝑓𝑓0𝑎𝑎を得る。 

5. 得られたノッチ周波数𝑓𝑓0𝑖𝑖（i = a, b）、チャープパラメータ𝛼𝛼𝑖𝑖、および発振波長𝜆𝜆𝑖𝑖を式 

(10) に代入し、ZDW𝜆𝜆0を算出する。これにより、2 波長（𝜆𝜆𝑎𝑎 ,𝜆𝜆𝑏𝑏）を用いることで、
ファイバ長𝐿𝐿や分散スロープ𝑆𝑆0といったファイバパラメータに依存せずに ZDW を推
定できる。 

𝜆𝜆0 =
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6. 式 (10) で得られた𝜆𝜆0、光速𝑐𝑐、およびシステムが許容する上限下限の波長分散量
（CD 値）を式 (13) に代入し、𝜆𝜆  について解くことで波長範囲を求める。この範囲
内で、上り・下り用の波長 𝜆𝜆𝑈𝑈𝑈𝑈および𝜆𝜆𝐷𝐷𝐷𝐷を決定する。 
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𝐶𝐶𝐶𝐶 = 𝑆𝑆0𝐿𝐿(𝜆𝜆 − 𝜆𝜆04/𝜆𝜆3)/4 = 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑐𝑐(𝜆𝜆4 − 𝜆𝜆04)(−1 − 2/𝜋𝜋 arctan𝛼𝛼𝑖𝑖)/{2𝑓𝑓0𝑖𝑖2𝜆𝜆3(𝜆𝜆𝑖𝑖4 − 𝜆𝜆04  )}            (13)  

7. 送信器 2 の発振波長を𝜆𝜆𝐷𝐷𝐷𝐷に設定し、𝜆𝜆𝑈𝑈𝑈𝑈の情報を 受信器 1 へ送信する。 

8. 受信器 1 は受信した制御信号に基づき、送信器 1 の発振波長を𝜆𝜆𝑈𝑈𝑈𝑈に設定する。 

 

 

 
図 4-14 波長分散範囲から波長範囲への変換を行う波長範囲推定手法の構成. 

 

本手法により、敷設済みの光ファイバに対して ZDW を推定でき、さらに推定した ZDW 

の値を用いることで、システムが許容する波長分散ペナルティの範囲から波長範囲へと変
換することが可能となる。したがって、BiDi 伝送においては、得られた波長範囲内で 2 波
長を設定することにより波長分散ペナルティを低減できる。 

図 4-15 に、ZDW の推定、波長分散ペナルティの測定、BiDi 伝送のための実験構成を示
す。まず、片方向伝送（スレイブ側からマスター側）において ZDW を推定した。送信器
は、波長可変レーザ、マッハツェンダ変調器（MZM）、およびビスマス添加ファイバ増幅
器（BDFA）で構成されている。推定に使用した波長は𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nmおよび𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nmで
あり、チャープパラメータはそれぞれ𝛼𝛼𝑎𝑎 = −1.0034、𝛼𝛼𝑏𝑏 = −1.0928 である。BDFA で増幅さ
れた光信号は、擬似ランダム 2進列（PRBS）211−1を用いた 50 Gbaudの PAM4信号として
変調され、サーキュレータを通じて 60 kmの SSMF（𝜆𝜆0 = 1313.17 nm）に伝送された。光信
号は、サーキュレータおよびプラセオジム添加ファイバ増幅器（PDFA）を通じて、増幅自
発放出光（ASE）を除去する帯域通過フィルタを通過し、フォトダイオードで検出された。
受信信号は、サンプリング周波数 200 GS/s のデジタルストレージオシロスコープ（DSO）
で取得され、各波長に対して FFTサイズ 256の周波数スペクトル（FS）が作成された。 
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図 4-15 実験系.  

 

図 4-16に、各波長における FSを示す。ノッチ周波数は、𝜆𝜆𝑎𝑎において𝑓𝑓0𝑎𝑎 = 24.22 GHz、𝜆𝜆𝑏𝑏
において𝑓𝑓0𝑏𝑏 = 30.47 GHzであった。 
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(a) 

 
(b) 

図 4-16 FS; (a) 𝜆𝜆𝑎𝑎 = 1300 nm, (b) 𝜆𝜆𝑏𝑏 = 1305 nm.. 

 

表 4-5に、ZDWの推定値、ZDWの真値、推定誤差を示す。ZDWの推定値は 1312.39 nm

であり、推定誤差は−0.78 nmであった。 
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表 4-5  ZDWの推定値、ZDWの真値、推定誤差の結果. 

 
 

次に、推定された ZDW を用いて、イコライザフリーの 100 Gbps PAM4 信号伝送におけ
る各波長分散に対する波長分散ペナルティを実験的に検証し、この結果を各波長に対する
波長分散ペナルティに変換する。 

図 4-17に、使用した SSMFおよび発振波長から算出された各波長分散における BER = 10-

2（LDPC-FEC限界）での波長分散ペナルティを示す。各波長分散におけるBERは、リアル
タイムオシロスコープで取得した 200 GS/s の受信信号（50 Gbaud）データから、4 つ
（=200/50）のサンプルの中からアイ開口が最も広いものを選択し、しきい値を設定してビ
ット誤りをカウントすることで測定した。信号データ自体には処理を施さず、イコライザ
フリーで BER の測定を実施した。変調器の負のチャープ特性により、波長分散が正の領域
側に波長分散ペナルティの曲線の中心位置が移動しているのが確認された。波長分散（CD）
を−19〜64 ps/nm の範囲に制限することで、波長分散ペナルティが 1 dB 以下のイコライザ
フリーで伝送が可能であることが確認された。 

図 4-18 に、この結果に基づいて式(13)を解くことで波長分散範囲を波長範囲に変換した
結果を示す。3-4節や 4-3節と同様に、提案手法は ZDWを約 1 nmの誤差で推定可能である
ため、波長範囲の設定には±1 nm のマージンを考慮した場合を点線で示す。マージンを考
慮した場合、波長を 1310.5〜1322.1 nm に設定することで波長分散ペナルティを 1 dB 以内
に抑えた伝送が可能であり、1316〜1318 nm に設定することで最小の波長分散ペナルティ
が得られる。 
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図 4-17 各波長分散における BER = 10-2での波長分散ペナルティ. 

 
図 4-18 波長分散範囲を波長範囲に変換した結果. 

 

最後に、これらの結果に基づき、波長を𝜆𝜆𝑈𝑈𝑈𝑈 = 1316 nmおよび𝜆𝜆𝐷𝐷𝐷𝐷 = 1318 nmに設定し、イ
コライザフリーの 60 km BiDi伝送における BERを測定した。図 4-19に、𝜆𝜆𝑈𝑈𝑈𝑈 = 1316 nmお
よび𝜆𝜆𝐷𝐷𝐷𝐷 = 1318 nm における各送信器（Tx）のオン／オフ状態に対する BER を示す。一心
双方向伝送において、各波長は BER が 10-2以下で伝送可能であり、一方の Tx のオン／オ
フ状態にかかわらず、BER = 10-2における受信光パワーはほぼ同一であった。 
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図 4-19 一心双方向伝送における BER.  

図 4-20 に、マスター側およびスレイブ側のプリアンプである PDFA へ入力される光スペ
クトルを示す。𝜆𝜆𝑈𝑈𝑈𝑈と𝜆𝜆𝐷𝐷𝐷𝐷の波長間隔は変調信号の 50 GHzを超えており、送信器側ポートか
らのクロストークは 30 dB以上であったため、各信号への影響は最小限であった。 

 
図 4-20 プリアンプに入力される光スペクトル. 

これらの結果から、100 Gbps PAM4 信号におけるイコライザフリーの 60 km 双方向伝送
が実現可能であることが示された。 
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4-10 まとめ 

本章では、第 3 章で提案した零分散波長（ZDW）推定技術を実運用システムへ適用する
上で想定される 7 つの技術課題を特定し、それらを解決するための手法の高度化と実証を
行った。 

まず、実用化における主要課題である、伝送距離や分散スロープといったファイバパラ
メータへの依存性、および発振波長と ZDW の大小関係への依存性を排除するため、新た
な理論を構築した。2 つの異なる発振波長の受信信号から得られるノッチ周波数の比を用
いることで、ファイバパラメータ無依存で ZDW を推定する手法を提案した。さらに、
ZDW の候補が 4 つ算出される課題に対し、3 つの物理的条件（大小関係の整合性、標準化
範囲、S0L積の妥当性）を用いて候補を一意に絞り込む手法も確立した。 

次に、提案手法の有効性を 50 Gbps PAM4信号を用いた 60 km伝送実験により検証した。
その結果、発振波長が ZDWの短波長側にある場合でも、真値（1318.34 nm）に対し推定誤
差-0.78 nm という高精度で ZDW（1317.56 nm）を推定できることを確認した。また、推定
した ZDW に発振波長を合わせた結果、波長分散ペナルティが 3.1 dB からほぼゼロへ劇的
に改善されることを実証した。 

さらに、光トランシーバへの実装を想定し、低リソース（低量子化ビット数・低サンプ
リング周波数）での動作を検証した。量子化ビット数 4 ビット、サンプリング周波数 50 

GS/s（ボーレートの 1倍）まで条件を低減しても、ZDW推定精度が変わらないことを確認
した。加えて、運用コスト削減のため、事前の BtB測定をシミュレーションによる BtB FS

で代替する手法、および最小受信感度（-17 dBm）の低 S/N比下での動作も検証し、いずれ
の条件下でも高精度な推定が可能であることを実証した。 

また、波長分散が小さい（発振波長が ZDW に近い）場合にはノッチ周波数がボーレー
ト（25 GHz）を超え検出できない課題に対し、シミュレーションによりノッチ周波数がボ
ーレートを超える領域では波長分散ペナルティがほぼゼロであることを確認した。これに
基づき、ノッチが帯域外の場合は ZDW 推定を行わず通信を開始するという実用的な運用
フローを提案した。 

最後に、本技術を一心双方向（BiDi）伝送へ拡張する手法を提案した。ZDW の推定値と、
システムが許容する波長分散ペナルティ範囲から、使用可能な波長範囲を算出する手順を
確立した。実験において、推定した ZDW（1312.39 nm）に基づき波長範囲を決定し、その
範囲内の 2波長（1316 nm, 1318 nm）を用いることで、100 Gbps PAM4信号のイコライザ不
要・60 km BiDi伝送（BER < 10⁻²）が実現可能であることを実証した。 

以上の結果から、第 3章で提案したZDW推定技術の各実用課題を解決し、光トランシー
バへの実装が可能であり、かつ BiDi伝送を含む光アクセスシステムへ適用可能であること
を確認した。 
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第５章 長距離伝送用デバイスへの制御信号の重畳の検討 

5-1 はじめに 

本章では、第 2 章で特定したもう一つの技術課題であるプロトコルフリー伝送を実現す
るため、APN 構成における制御信号の重畳方式と、光電変換を介さないインライン抽出方
式について検討する。 始めに、APNのように光信号を中継するネットワークにおいて、従
来の In-band方式では制御信号の抽出が困難である課題を指摘し、その解決策として主信号
と同一波長で伝送可能な AMCC 信号を Out-band 方式として利用することを提案する。 次
に、光パス確立中もAPNコントローラが端末状態を監視可能とするため、Ph-GWにおいて
光スプリッタを用いたAMCC信号のパッシブなインライン抽出構成を提案する。 さらに、
長距離伝送用デバイスである SOA集積型 EA-DFBレーザ（AXEL）への AMCC信号重畳方
式として、電気領域重畳（EDS）方式と光領域重畳（ODS）方式を提示し、それぞれの信
号品質における課題について考察する。 続いて、両方式の性能を実験的に比較評価し、主
信号への影響を抑えつつ AMCC 信号品質を確保する上で ODS 方式が優位であることを示
す。 最後に、主信号の伝送距離を最大化するため、パッシブ抽出器の分岐比を最適化する
手法を提案し、分岐比の調整によって主信号・AMCC 信号ともにインライン増幅器不要で
80 km伝送が可能となることを実験的に明らかにする。 

5-2 プロトコルフリー通信のための AMCC信号の利用の提案 

従来の光通信システムにおいて、制御信号は主信号フレームに重畳される In-band 方式 

により伝送されてきた。この方式では、主信号フレームと同じ信号構造やフレーム内に、
制御・監視用チャネルがオーバーヘッドとして重畳されて伝送される方式である。制御信
号は主信号と同一の光信号内に埋め込まれているため、ルーターや中継装置において光電
変換を行った後、フレーム処理でオーバーヘッドを読み取ることによって制御情報を抽出
する構成が一般的である。 

しかしながら、この In-band方式は、途中で光電変換を行うことを前提としており、APN

のように光信号を電気信号に変換せずに中継する構成では、フレーム処理が不可能となり、
制御信号の抽出が困難となる。このため、制御信号の プロトコルフリー化 および Out-band

方式 による新たな伝送・抽出手法の検討が必要不可欠である。 

APNのネットワーク構成に着目すると、図 5-1のように APNではローカルフルメッシュ
ネットワークのエッジに配置された複数の光ゲートウェイ（Ph-GW）と、ローカルフルメ
ッシュネットワークとコアフルメッシュネットワークの境界に配置された複数の光交換機
（Ph-EX）で構成される [1-5]。Ph-GW は、アクセスネットワークに接続された多様な種類
のユーザ端末を、プロトコルの種類に依存せずに APN へ接続する機能を有する。また、
APN コントローラによって各ユーザ端末およびサービスに対して個別の波長を割り当てる
ことで、高速・大容量・低遅延のエンドツーエンド光パスを提供する。 
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図 5-1  APNのネットワーク構成. 

 

APN コントローラは、プロトコル非依存の管理・制御方式に基づく制御信号を用いて、
Ph-GW に接続されたユーザ端末を遠隔制御する。この管理・制御方式を実現するためには、
Out-band方式の通信チャネルが有望な候補である。図 5-2に、In-band方式と Out-band方式
を示す。Out-band 方式では主信号とは独立したチャネルとして信号を伝送でき、例えば、
主信号とは異なる波長を用いて制御信号を送信する方法が考えられる。しかしながら、こ
の場合、送信側には制御信号用の追加レーザが必要となり、また、ユーザ端末の受信側で
は、主信号と制御信号を同時に受信するために 2 つの受信器が必要となり、トランシーバ
の構成が複雑化し、CAPEX（設備投資費用）の増加を招く可能性がある。 

 

 
図 5-2 In-band方式と Out-band方式. 

 

この課題に対する有力な解決策として、AMCC (Auxiliary Management and Control Channel)

信号の利用が挙げられる [6]。AMCC信号は、WDM-PONをモバイルフロントホールに適用
する際の管理制御チャネルとして使用されている。図 5-3 に AMCC 信号と主信号の関係を
示す。AMCC 信号は、主信号と干渉しない低周波数帯域に重畳されるため、主信号と同一
波長を用いて制御信号を送信することが可能である。 
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図 5-3 AMCC信号と主信号の関係. 
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5-3 APNの光直結における AMCC信号の途中抽出方法の提案 

図 5-1 に示すように、APN では電気信号処理を最小限に抑えつつ、端末間の直接光接続
を実現する。APN の光ノードである Ph-GW は光スイッチおよび波長多重／分離器（WDM

技術）で構成されており、APN コントローラの指示に基づいて多様なユーザ端末を収容す
る [1-5]。 

しかし、ユーザ端末間の光パスが確立されると、APN コントローラとユーザ端末間のパ
スは切断されるため、APN コントローラはユーザ端末の状態を監視・制御できなくなる。
このため、ユーザ端末の管理、波長割り当て、運用中の経路変更などのタスクが、エンド
ツーエンドの光直接接続中は実行できないという課題が生じる。 

この課題に対処するため、IOWN で想定されるユースケースにおいて、ユーザ端末から
送信される制御信号を Ph-GWで完全にパッシブに抽出するインラインモニタリング方式を
採用する。AMCC 信号は主信号に重畳されているため、一般的な波長フィルタでは抽出で
きない。そこで、光スプリッタを用いたパッシブ抽出器を使用する。 

パッシブ抽出器は、図 5-4 に示すように、Ph-GW 内の各光パスにおいて光スイッチと波
長多重／分離器の間に設置される。光スプリッタに基づくパッシブ抽出器により AMCC信
号を抽出し、APN コントローラで検出する。AMCC 信号は主信号よりも低周波数帯域に重
畳されているため、ローパスフィルタ（LPF）を用いることで容易に分離可能である。 

 

 
図 5-4 パッシブ抽出器を配置した Ph-GWの構成.  

 

この構成により、光パスが確立されている状態でも、最寄りの Ph-GW において APN コ
ントローラがユーザ端末の通信状態を受信可能となり、運用中の監視・制御が可能となる。 

本節では、提案構成における光リンクバジェットを強化し、APN 内の適用領域をさらに
拡張する方法について検討する。そのために、インライン増幅器を使用せず、トランシー
バの構成を変更することなくリンクバジェットを容易に拡張可能な手法として、分岐比を
変更可能なパッシブ抽出器を用いる方法を提案する。 
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5-4 SOA集積型 EA-DFBレーザへ AMCC信号を重畳する方式の提案と課題 

提案構成では、パッシブ抽出器で光信号を分岐させ、分岐させた一方の光信号を APNコ
ントローラで AMCC信号として受信し、もう一方の分岐路の光信号を対向するユーザ装置
で主信号として受信する。この構成では光パワーが減衰するため、送信器側の光出力を上
げる必要がある。そこで、送信器側に長距離伝送用デバイスとして研究されている SOA集
積型 EA-DFBレーザの AXEL (SOA assisted extended reach EA-DFB laser)を使用することを提
案し、この AXELに AMCC信号を重畳することを検討する [7, 8]。 

AMCC信号の重畳方式には、一般的に電気領域重畳（EDS: Electrical Domain Superposition）
方式と光領域重畳（ODS: Optical Domain Superposition）方式の 2 つが存在する [9-11]。
AXELは、SOAを追加変調器として利用可能であるため、EDS方式だけでなくODS方式に
も対応できる。EDS方式では、主信号と AMCC信号を電気領域でコンバイナにより合成し、
両信号を同時に EA 変調器に印加する（図 5-5(a)参照）。この構成では、SOA は高出力を得
るためのブースタ増幅器として使用される。一方、ODS 方式では、主信号を EAM で変調
し、SOAの電流を変調することで AMCC信号を主信号に重畳する（図 5-5(b)参照）。 

 
(a) 

 
(b) 

図 5-5 AMCC信号の重畳方式; (a) 電気重畳方式（EDS）, (b) 光重畳方式（ODS）. 
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AMCC 信号と主信号の信号品質はトレードオフの関係にあることが知られており [10]、
SOA 変調器は利得変調に基づいて動作し、EA 変調器は損失変調に基づいて動作するとい
うデバイスの特性により、重畳方式によって主信号へのペナルティ量が異なると考えられ
る。 

一方で、EAおよび SOAには動作条件の上限が存在する。図 5-6に示すように、EAは高
バイアス電圧下で出力特性が飽和し、図 5-7 に示すように SOA は高注入電流下で出力特性
が飽和する。EA への電圧振幅（𝑉𝑉𝐸𝐸𝐸𝐸）や SOA のバイアス電流（𝐼𝐼𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆）の値をさらに増加さ
せると、発熱による出力特性の劣化やデバイス寿命の短縮を招く。したがって、今回使用
する AXELの動作条件の上限は、EAに対して𝑉𝑉𝐸𝐸𝐸𝐸 = 2 𝑉𝑉𝑝𝑝𝑝𝑝、SOAに対して𝐼𝐼𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 = 120 mAに設
定する必要があるため、AMCC信号はこの上限を超えないように重畳する必要がある。 

 

 
図 5-6 EAの出力特性. 

 

 
図 5-7 SOAの出力特性. 
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EDS 方式と ODS 方式を比較するため、式(1)で定義される重畳比（Modulation Index：MI）
を用いる。 

MI(%) =  
AAMCC

Amain
 ×  100 (1) 

ここで、AAMCCおよびAmainは、それぞれAMCC信号および主信号の受信した電気信号の
振幅である。MI は受信電気信号の振幅に基づいて定義されるため、EDS 方式および ODS

方式の両方に適用可能である。 

EDS 方式に着目すると、図 5-6 に示すように、最大変調振幅に関連する消光能力が主信
号と AMCC信号の両方に割り当てられる。このため、重畳比に応じて、主信号の消光比が
劣化すると考えられる。 

一方、ODS 方式に着目すると、図 5-7 に示すように、AMCC 信号はピーク時の最大電流
を超えないようにバイアス電流を振動させて重畳される。一般に、パターン効果を抑制す
るためにはバイアス電流を十分高く設定する必要がある。したがって、主信号へのパター
ン効果の影響は MIの値に依存し、信号品質が劣化する可能性があると考えられる。 

上記の理由により、この 2 つの重畳方式において、どちらの重畳方式が信号品質の観点
で優位か明らかになっていない。次節では、それぞれの重畳方式で主信号と AMCC 信号の
双方における信号品質の比較を実機で確認する。 

  



 

 84 

5-5 AMCC信号の光重畳方式と電気重畳方式 

5-5-1 実験構成 

AXEL を用いて AMCC 信号を重畳した際の影響を評価するため、Back-to-Back 伝送構成
において、MI = 10 %および 20 %の条件下で主信号および AMCC信号の BER特性を評価す
る。図 5-8に、実験構成における電気重畳および光重畳の実験系を示す。 

 

 
図 5-8 電気重畳および光重畳の実験系; (a) EDS方式, (b) ODS. 

 
 EDS 方式 

主信号には、ビットレート 10 Gbit/sの PRBS 2³¹−1 NRZ信号を使用した。AMCC信号
は、任意波形発生器（AWG）から出力された搬送周波数 500 kHz、128 kbit/s の PRBS 

2⁷−1 パターンによる振幅シフトキーイング（ASK）信号である。両信号は電気領域で
合成され、EA変調器に入力された。MI = 10 %の条件では、バイアス電圧（DC電圧）
を−0.5 V に設定し、主信号の注入電圧振幅を 1.8 Vp-p、AMCC 信号の注入電圧振幅を
0.2 Vp-p に設定した。MI = 20%の条件では、バイアス電圧を同じく−0.5 V に設定し、
主信号の注入電圧振幅を1.5 Vp-p、AMCC信号の注入電圧振幅を0.5 Vp-pに設定した。
いずれの条件においても、主信号と AMCC 信号の注入電圧振幅の合計が VEA の上限
値を超えないように設定した（図 5-8(a)参照）。 

 ODS方式 
主信号は EDS 方式と同条件で EA 変調器により変調され、AMCC信号は SOA に入力
された。ISOAの上限値を超えないようにするため、MI = 10%の条件では ISOA = 100 
mA に対して±20 mA の振幅で AMCC 信号を重畳し、MI = 20%の条件では ISOA = 
85 mAに対して±35 mAの振幅で重畳した（図 5-8(b)参照） 
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AMCC 信号の受信構成では、AMCC 信号は TIA 付きのアバランシェフォトダイオード
（APD）で受信された。受信信号はカットオフ周波数 11 MHz のローパスフィルタ（LPF）
を通過し、デジタルストレージオシロスコープ（DSO）によりサンプリング周波数 62.5 
MSa/s で取得された。搬送周波数 500 kHz、128 kbit/s の信号を測定するための専用装置
がないため、BER はQ 値からオフライン処理により算出した。 
主信号の受信構成では、同様に APD と TIA を用いて受信し、BER はエラーディテクタ

（ED）により測定した。 
 

5-5-2 実験結果 

図 5-9に、主信号の BERの結果を示す。BER = 10⁻³の条件で主信号を比較したところ、
MI = 10%では両重畳方式間に差は見られなかった。MI を 20%に増加させた場合、EDS 方
式では消光比の低下により 0.7 dB のペナルティが発生し、ODS 方式ではパターン効果に
より 0.5 dB のペナルティが発生した。ODS 方式では、パターン効果の影響が増加するた
めスロープが変化する。一方、EDS 方式ではノイズの増加ではなく消光比の低下のみが原
因であるため、傾きは変化しない。したがって、MI = 20%において両方式の傾きは異なる
結果となった。 
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図 5-9 主信号の BER.  

 
図 5-10に AMCC信号の BER の結果を示す。BER = 10⁻³の条件で AMCC 信号を比較す

ると、ODS方式は EDS方式よりも良好な信号品質を示し、MI = 10%では 0.9 dB、MI = 
20%では 2.9 dBの差が確認された。これは、AMCC信号の消光比が主信号の消光比に依存
するためである。ODS 方式では、主信号の消光比を低下させることなく AMCC 信号を独
立して重畳できるため、信号品質の観点から優れている。 
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図 5-10 AMCC信号の BER. 

 
これらの結果から、SOA を用いた ODS 方式の方が信号品質の観点で優位であることが

明らかになった。 
次に、ODS方式を採用して伝送実験を実施した。図 5-11に実験系を示す。本構成では、

センサデバイスで収集された画像などのデータが、別地点に設置された Ph-GWに接続され
たCPSデータ処理ユニットへ転送されることを想定し、APNコントローラまでの距離を 30 

km、対向するユーザ装置までの距離を 60 kmと想定する。 

EAおよびSOAに入力される信号は、BtBと同一条件で設定した。図5-11に示すように、
CPS データ送信側に設置された AXEL から出力された光信号は、30 km 離れた Ph-GW（d₁ 
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= 30 km）へ伝送され、分岐比 50:50（x = 0.5）のパッシブ抽出器によりポート 1およびポー
ト 2 に分岐された。減衰器（ATT）1〜3 は、それぞれアップリンク・ダウンリンク分離フ
ィルタ、光スイッチ、アレイ導波路グレーティング（AWG）を模擬している。 

パッシブ抽出器のポート 1に接続された APNコントローラ側では、光信号は APD1で受
信され、AMCC信号の BERはQ値からオフライン処理により算出した。ポート 2に接続さ
れたCPSデータ処理側では、光信号はさらに30 km伝送され、別のPh-GW2を通過した後、
APD2 で受信され（D = 60 km）、主信号の BER 性能は ED により評価した。主信号および
AMCC信号の BERは、それぞれAPD1およびAPD2の前に可変光減衰器（VOA）を設置し
て取得した。 

本実験の目的は主信号の長距離伝送を達成することであるため、図 5-10 の結果から主信
号への影響が小さい MI = 10%に設定した。 

 

 
図 5-11 伝送実験系. 

 

図 5-12に、60 km伝送後の主信号、図 5-13に 30 km伝送後のAMCC信号のBERを示す。
BER = 10⁻³の受信感度において、主信号は AMCC 信号の重畳によるペナルティをほとんど
受けなかったが、60 km伝送による波長分散の影響により 1.1 dBのペナルティが発生した。
一方、AMCC信号の BER = 10⁻³の受信感度においては、AMCC信号が低速信号であるため、
波長分散によるペナルティの影響は見られなかった。AMCC 信号の受信感度は−22 dBm で
あり、送信器からの出力は 9.2 dBm、主信号の受信感度は−26.8 dBmであった。 

主信号のリンクバジェットは 36 dB であり、インライン増幅器なしで達成された。これ
は、光部品による損失（アップリンク・ダウンリンク分離フィルタ：1 dB、光スイッチ：2 

dB、AWG：5 dB）を考慮しても、60 kmの伝送が可能であることを示している。 
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図 5-12 MI = 10 %における 60 km伝送後の主信号の BER. 
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図 5-13 MI = 10 %における 30 km伝送後の AMCC信号の BER. 
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5-6 APNにおける主信号と制御信号の長距離伝送 

5-6-1 実験構成 

従来構成では、Ph-GW に 50:50 の光スプリッタがパッシブ抽出器として設置されていた。
このため、送信側のユーザ装置（UT）と Ph-GW 間の伝送距離を考慮すると、AMCC 信号
を抽出するために 50:50の分岐比では過剰な信号が受信されていた。そのため、CPSデータ
送信側の UT1と Ph-GW間の距離に応じて、AMCC信号が常に APNコントローラに対して
最小受信感度付近で受信可能となるように分岐比を変更し、主信号のリンクバジェットの
拡張を目指す。 

実験構成は図 5-11 と同一である。CPS データ送信側の UT1 から距離 d₁にある Ph-GWに
設置されたパッシブ抽出器において、主信号を伝送するポートの分岐比を x、AMCC 信号
を抽出するポートの分岐比を 1−x と設定した。各 d₁の値に対して、AMCC 信号が BER = 

10⁻³を達成する最小受信感度となるように xを調整し、そのときの主信号の最大伝送距離D

を求めた。ATTの値は Ph-GWの光部品による損失を模擬するために設定した。パラメータ
は以下の 3ステップで決定した： 

ステップ 1：送信側 UTと Ph-GW間の伝送距離 d₁を決定する。 

ステップ 2：ステップ 1 で決定した d₁に対して、AMCC 信号が最小受信感度を達成する
ように分岐比 xを決定する。 

ステップ 3：ステップ 2で決定した xに対して、送信側 UTと受信側 UT間の最大距離 D

を決定する。 
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5-6-2 実験結果 

図 5-14 に分岐比に対する各信号の伝送距離の実験結果を示す。d₁ = 20、40、60、80 km

において、AMCC信号が最小受信感度を達成するための分岐比xは、それぞれ0.99、0.98、
0.95、0.89であった。x = 0.89のとき、AMCC信号および主信号の両方で 80 km伝送におい
て BER = 10⁻³を達成した。AMCC 信号は低速信号であり、波長分散の影響を受けにくいた
め、低出力でも長距離伝送が可能である。 

 

 
図 5-14 分岐比に対する各信号の伝送距離. 

 

図 5-15に、各分岐比 x の値における伝送後の主信号および AMCC 信号の BER を示す。
AMCC 信号の受信感度は、任意の d₁に対して最小受信感度を達成するように x を調整して
いるため、一定であり、BER が劣化しない。一方、主信号の伝送距離は x ≥ 0.89 のときす
べてD = 80 kmであった。伝送距離が同じで分岐比が小さい場合、受信電力が小さくなり、
BERが劣化するため、主信号の BERは低下する。 

x = 0.5のときの主信号および AMCC信号の到達可能距離を×と〇でそれぞれプロットし
た。両信号とも到達可能距離は 70 kmであり、実験構成上D ≥ d₁の関係があるため、d₁は 70 

kmに制限された。実際、図 5-15では x = 0.5のときの AMCC信号の BERが x ≥ 0.89よりも
良好であることが示されており、x = 0.5は AMCC信号の受信感度の余力があることが示さ
れている。 
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図 5-15 各分岐比 xの値における伝送後の主信号および AMCC信号の BER. 

 

これらの結果から、分岐比を調整することで主信号の最大伝送距離 80 km を達成できる
ことが示された。図 5-16に、上記の 3ステップで決定された分岐比 x に各信号の伝送可能
距離の領域を示す。x = 0.89に設定することで、80 km以内のすべてのネットワーク運用領
域をカバー可能である。したがって、UT と Ph-GW 間の距離は自由に設計可能であり、分
岐比を 89:11に固定することで最適なネットワーク運用が容易に実現でき、最大 80 kmまで
伝送距離を拡大できる。 

 
図 5-16 分岐比 xごとの各信号の伝送可能距離の領域. 
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5-7 まとめ 

本章では、第 2 章で提起したもう一つの技術課題であるプロトコルフリー伝送を実現す
るため、APN構成における制御信号の重畳・抽出方式について検討した。 

まず、APNのように光パスを光電変換せずに中継するネットワークにおいて、従来の In-

band 方式では制御信号の抽出が困難である課題を指摘した。この課題に対し、主信号と同
一波長で低周波数帯域に制御信号を重畳する AMCC 信号の利用を提案した。さらに、光パ
ス確立中もAPNコントローラが端末を監視可能とするため、Ph-GW内に光スプリッタを用
いたパッシブ抽出器を設置し、AMCC 信号をインラインでモニタリングする構成を提案し
た。 

次に、長距離伝送デバイスである SOA集積型 EA-DFBレーザ（AXEL）に AMCC信号を
重畳する方式として、電気領域重畳（EDS）方式と光領域重畳（ODS）方式を比較検討し
た。BtB実験の結果、ODS方式（主信号を EA変調器で、AMCC信号を SOAで変調）は、
EDS 方式（EA 変調器で一括変調）と比較し、主信号へのペナルティを同等に抑えつつ
（MI=20%時、ペナルティ 0.5dB）、AMCC 信号の品質を大幅に改善できる（MI=20%時、
2.9dB改善）優位性を明らかにした。 

続いて、優位性を示した ODS 方式（MI=10%）を用い、Ph-GWでのパッシブ抽出（分岐
比 50:50）を想定した伝送実験を行った。その結果、10 Gbit/s主信号は 60 km伝送（分散ペ
ナルティ 1.1 dB）、128 kbit/s AMCC 信号は 30 km 伝送（分散ペナルティ無し）が可能であ
り、主信号において 36 dB のインライン増幅器不要なリンクバジェットを達成できること
を実証した。 

最後に、主信号の伝送距離を最大化するため、AMCC 信号が最小受信感度（BER=10⁻³）
を得るようにパッシブ抽出器の分岐比を最適化する手法を提案・検証した。実験の結果、
分岐比を 89:11（主信号側:AMCC 抽出側）に設定することで、AMCC 信号の 80 km 伝送を
担保しつつ、主信号の最大伝送距離も 80 kmに拡大できることを確認した。 

以上の結果から、AXEL の ODS方式と分岐比を最適化したパッシブ抽出器を組み合わせ
ることで、APN におけるプロトコルフリーな制御信号伝送と、10 Gbit/s 信号のインライン
増幅器不要な 80 km長距離伝送が両立可能であることを確認した。 
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第 6章 結論 

本研究は、オールフォトニクスネットワーク（APN）に基づく広域光アクセスの実現に
おいて、その経済化を目的とし、低コストな強度変調直接検波（IM-DD）伝送方式を適用
する上での技術課題の解決と、その伝送距離拡大に関する研究成果をまとめた。 

第 1 章（序論）において、まず研究背景として、光通信技術の変遷と、データセンタを
活用したサービスの需要拡大に伴い、ネットワークには大容量・低遅延・低消費電力・プ
ロトコルフリー化が求められていることを述べた。この要求に応える新たな光通信基盤と
して APNの概要を示し、その本格的な普及には、デジタルコヒーレント方式よりも低コス
トな IM-DD伝送方式の適用による経済化が不可欠であることを論じた。しかし、IM-DD伝
送方式を高速・長距離伝送が要求される APN へ適用するには、「波長分散による伝送距離
制限」と、光直結構成における「制御信号のプロトコルフリー化および抽出」という二つ
の主要な技術課題が存在することを明らかにした。本論文は、これら二つの課題に対する
実用的な解決策を提案し、その有効性を実験的に実証することを目的とした。 

第 2 章では、IM-DD 伝送方式の概要と APN への適用における技術課題について検討し
た。IM-DD 方式がシステム構成の簡易さ・低コスト性に優れる一方で、高速信号の長距離
伝送において波長分散の影響を強く受け、伝送距離が制限されることを技術的に確認した。
また、APN が前提とする光電変換を介さない光直結構成では、従来の In-band 方式による
制御信号伝送・抽出が困難であることを明確にし、第 1 章で提示した二大課題を技術的観
点から整理した。 

第 3 章では、第一の課題である「波長分散による伝送距離制限」を解決するため、専用
の測定器を必要としない簡易な零分散波長（ZDW）推定技術の基本原理を提案した。波長
分散によって生じる受信信号の周波数フェージング（ノッチ周波数）から ZDW を算出す
る理論を示し、53.125 Gbps NRZ信号を用いた伝送実験により、その有効性を検証した。結
果として、専用測定器による真値に対し±1 nm 以内の高精度で ZDW を推定可能であり、
推定した ZDW に発振波長を調整することで、100 km 伝送における波長分散ペナルティを
ほぼゼロに抑圧できることを実証した。 

第 4.章では、第 3章で提案した ZDW推定技術を実システムへ適用するための高度化を検
討した。実運用上の課題（ファイバパラメータへの依存性、トランシーバ化に向けた低リ
ソース環境における実装可否、伝送前（BtB）の実験データを使用しない方法、信号対雑
音比（SNR）が小さい条件下での使用可否、一審双方向（BiDi）伝送への適用性など）を
解決するため、2 つの異なる波長のノッチ周波数比を用いる新手法を提案し、これにより
伝送距離や分散スロープといったファイバパラメータに依存しない ZDW 推定を実現した。
さらに、光トランシーバへの実装を想定した低リソース（4ビット量子化、ボーレートの 2

倍サンプリング）条件下での動作や、シミュレーションによる BtB データへの代替、最小
受信感度付近の低 SNR の信号データにおける推定精度を検証し、実用性を確認した。最終
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的に、本技術を BiDi伝送へ拡張し、100 Gbps PAM4信号のイコライザフリーで 60 km BiDi

伝送を実証した。 

第 5 章では、第二の課題である「制御信号のプロトコルフリー化および抽出」について
検討した。プロトコルフリーな Out-band 方式として AMCC 信号の利用を提案し、APN に
おける光直結構成に対応するため、Ph-GW でのパッシブなインライン抽出構成を提案した。
また、長距離伝送用デバイス（AXEL）への AMCC信号重畳方式として、EDS方式と ODS

方式を比較し、主信号への影響を最小限にしつつ AMCC 信号品質を確保できる ODS 方式
が優位であることを実験的に示した。さらに、主信号の伝送距離を最大化するため、
AMCC 信号が最小受信感度を得るようにパッシブ抽出器の分岐比を最適化する手法を提案
し、分岐比を 89:11 に設定することで、10 Gbit/s 主信号と AMCC 信号の双方において、イ
ンライン増幅器不要での 80 km伝送が実現可能であることを実証した。 

 
以上、本研究では、IM-DD伝送方式をAPNへ適用する上での二大技術課題に対し、第一

の課題「波長分散」については、ファイバパラメータ無依存で実用的な「零分散波長推定
技術」を確立し、100 Gbps 級信号のイコライザ不要・長距離伝送を実証した。第二の課題
「制御信号」については、「AMCC 信号の ODS 方式重畳」と「分岐比を最適化したパッシ
ブ抽出」を組み合わせる手法を提案し、主信号と制御信号のインライン増幅器不要な 80 

km 伝送を実証した。 これらの成果は、IM-DD 伝送方式が有する経済性を維持しつつ、そ
の適用範囲を広域光アクセスへ拡大するものであり、経済的な APNの実現と普及に大きく
寄与するものと結論付ける。 
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